
「第2回新型インフルエンザワクチンの流通改善に関する検討会」
座席図

日時:平成24年 6月 4日 (月 )14:00～ 16:00
・                           会場 :厚生労働省 専用第12会議室 (12F)
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第 2回新型インフル平ンザワクチンの流通改善に関する検討会

日 時 :平成 24年 6月 4日 (月 )
14:00～ 16:00

場 所 :中央合同庁舎 5号館専用 12会議室

議 事 次 第

議 題 :

1 平成21年新型インフルエジザ発生時にワクチンの不要在庫を生じた要因につ
い ¬C

2 新型インフルエンザワクチンの不要在庫を生 じさせないための対策について
3 その他

配付資料 :

資料 1 新型インフルエンザワクチンの流通改善に関する検討会運営要綱
資料 2 新型インフルエンザワクチンの流通改善に関する検討会構成員名簿
資料 3 新型インフルエンザ等対策特男1措置法について
資料 4 新型インフルエンザ対策ガイ ドラインの見直しに係る意見書「新型インフ

ルエンザワクチンに関するガイ ドライン (新設)について」
(平成 24年 1月 31日 新型インフルエンザ専門家会議 )

資料 5 新型インフルエンザワクチンの流通スキームについて
資料 6 新型インフルエンザワクチンの出荷量等の推移とインフルエンザ (季節

性・新型)流行分布
資料 7 都道府県で実施 した不要在庫を減らすための工夫及び在庫の発生要因の

考察に関する調査結果

資料 8 HlNlワ クチン流通にかかる地方自治体の経験 (千葉県 )
資料 9 新型インフルエンザのワクチン集団接種を振り返って (長野県岡谷市 )
資料 10聖 隷浜松病院における新型インフルエンザワクチンの在庫管理について

参考資料 都道府県における新型インフルエンザ対策に関する報告書 (抜粋 )



新型インフルエンザワクチンの流通改善に関する検討会

運営要綱

1.目的
先般の新型インフルエンザ発生時の経験を踏まえ、今後、同様の問題が発生した場
合に備え、ワクチンに特化した流通の改善に向けた検討を行うことにより、特にバン
デミック発生時のワクチンの流通が適切に実施できる体制の整備を図る。

2.検討課題
新型インフルエンザ発生時のワクチンの流通のあり方について

3.委員構成
(¬ )検討会の構成員は、ワクチン ロワクチン流通に関する学識・経験者より構成する。
(2)検討会は、互選により、構成員のうち 1名を座長として選出する。

4_検討会の運営
(1)検討会は、厚生労 1動省健康局長が招集する。
(2)検討会は、必要に応じ、検討に必要な参考人の参カロを求めることができる。
(3)検討会は、知的財産 い個人情報等に係る事項を除き、原則公開するとともに議事
録を作成 し、公表する。

5.検討会の庶務
検討会の庶務は、健康局結核感染症課が行う。オブザーバーとして、医政局経済課

の参加を求める。



新型インフルエンザワクチンの流通改善に関する検討会

構成員名簿

氏   名 所 属

荒井 節夫 北里第一三共ワクチン (株)副社長

井上 肇 千葉県保健医療部長

庵原 俊昭 国立病院機構三重病院院長

木村 泰雄 田辺三菱製薬 (株)営業本部ワクチン部

左近 祐史 (株 )メ ディパルホニルディングス執行役員

白井 尚 (社)横浜市医師会常任理事

中原 岳志 (株 )スズケン病院部副部長兼病院推進課統括課長

小森 貴 (社 )日 本医師会常任理事

松平 隆光 (社)日本小児科医会副会長

三村 優美子 青山学院大学大学院経済研究科教授

(五十音順 )



～危機管理としての新型インフルエンザ及び全国的かつ急速なまん延のおそれのある新感染症対策のために～

新型インフルエンザ及び全国的かつ急速なまん延のおそれのある新感染症に対する対策の強化を
図り、国民の生命及び健康を保護し、国民生活及び国民経済に及ぼす影響が最小となるようにする。

1.体制整備等

(1)行動計画等の
① 国、地方公デ
② 指定公共機「

(2)権利に制限が
(3)発生時に国、卑
(4)発生時におけ

'

(5)海外発生時の

作成
:団体の行動計画の作成
目(医療、医薬品。医療機器の製造・販売、電力、ガス、輸送等を営む法人)の指定・業務計画の作成
カロえられるときであっても、当該制限は必要最小限のものとすること
椰道府県の対策本部を設置、新型インフルエシザ等緊急事態に市町村の対策本部を設置
6特定接種(医療関係者、社会機能維持事業者の従業員等に対する先行的予防接種)の実施
水際対策の的確な実施  “i「、

「新型キンj据15平導藻薦簿発藁昴勇
―

型インフルエンザ等(国民の生命・健康に著しく重木な被害を与えるおそれがあるものに限る)が国内で発生し、全国的かつ
により、国民生活及び国民経済に 及ぼすおそれがあると認めら

○ 施行期日:公布の日(平成24年 5月 11日 )から起算して1年を超えない範囲内において政令で定める日

2.「新型インフルエンザ等緊急事態J発生の際の措置

① 外出自粛要請、興行場、催物等の制限等の要請・指示(潜伏期間、治癒するまでの期間等を考慮)
② 住民に対する予防接種の実施(国による必要な財政負担)
③ 医療提供体制の確保(臨時の医療施設等)
④ 緊急物資の運送の要請・指示
⑤ 政令で定める特定物資の売渡しの要請,収用
⑥ 埋葬・火葬の特例
⑦ 生活関連物資等の価格の安定(国民生活安定緊急措置法等の的確な運用)
③ 行政上の申請期限の延長等
⑨ 政府関係金融機関等による融資

―
l―



‐
1層籠1ヨFチ1薔[含瞥「
に対する特定接種の実施

   l

'医療関係者、社会機能維持事業者(厚生労働大臣に事前
登録)の従業員等に対する特定接種の実施
,対策に従事する国家公務員に対する特定接種の実施

※登録事業者、都道府県、市町村は接種や登録に協力

,対策に従事する地方公務員に対する特定接種の実施

四

予防接種 (対象."住民 )
※パンデミックワクチンの予防接種

― …… …… …… …… …… … … ― ― ― … …… … ―
‐中
― … …… …… …… …… …… …… ―― ―― ―― ―― ‐― ‐― ―̈ ¬

L

※

※

※

特定接種及び住民に対する予防接種については、行政による勧奨及び被接種者による努力義務を規定。
健康被害救済 (予防接種法の一類相当の補償)については、予防接種を行うた主体が実施。
特定接種は、国が費用を負担 (地方公務員はそれぞれの地方自治体)。
予防接種は、予防接種法の負担割合を引き上げて、国が費用の2分の1を負担。さらに、地方自治体の財政力に
応じてかさ上げ措置、必要な財政措置。
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新型インフルエンザ対策ガイドラインの

見直しに係る意見書

※注 新型インフルエンザ対策ガイドラインの見直しは、最終的には「新型イ
ンフルェンザ及び鳥インフルエンザに関する関係省庁対策会議」におい

て決定するものであり、新型インフルエンザ専門家会議としての見直し

意見の全てが反映されるものではない。

平成24年 1月 31日

新型インフルエンザ専門家会議

-1-



新型インフルエンザ専門家会議委員

◎議長、○議長代理

伊藤 隼也  医療ジャーナリスト

庵原 俊昭  国立病院機構二重病院長

◎ 岡部 信彦  国立感染症研究所感染症情報センター長

押谷 仁   東北大学大学院医学系研究科微生物学分野教授

川名 明彦  防衛医科大学内科学講座 2(感染症 口呼吸器)教授

吉川 肇子  慶應義塾大学商学部教授       ~

坂元 昇   川崎市健康福祉局医務監 (全国衛生部長会副会長)

澁谷 いづみ 愛知県半田保健所長 (全国保健所長会会長)

高橋 滋   一橋大学大学院法学研究科教授

○ 田代 員人  国立感染症研究所インフルエンザウイルス研究センター長

谷口 清州  国立感染症研究所感染症情報センター第一室長

永井 厚志  東京女子医大統括病院長 (日本呼吸器学会理事長)

保坂 シゲリ 日本医師会常任理事

○ 丸井 英二  順天堂大学医学部教授

(五十音順、敬称略)
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新型インフルエンザ専門家会議作業班委員

担当 氏 名 (o:班長) 所   属

公
衆
衛
生
対
策

石 川 広己 日本医師会常任理事

井村 俊郎 関西空港検疫所長

押谷 仁 東北大学大学院医学系研究科微生物学分野教授
○岡部 信彦 国立感染症研究所感染症情報センター長

加末 浩器 防衛医科大学校防衛医学研究センター情報システム研究部門准教授

亀井 美登里 成田空港検疫所長

小澤 邦寿 群馬県衛生環境研究所所長 (地方衛生研究所全国協議会会長 )

相楽 裕子 横浜市立市民病院感染症内科 (非常勤)

澁谷 いづみ 愛知県半田保健所長 (全国保健所長会会長)

高橋 滋 ′ 一橋大学大学院法学研究科教授

谷口 清州 国立感染症研究所感染症情報センター第一室長

藤内 修二 大分県福祉保健部健康対策課長

濱田 浩嗣 兵庫県立星陵高等学校校長

保坂 シゲ リ 日本医師会常任理事

和 田 耕治 北里大学医学部衛生学公衆衛生学講師

ワ
ク
チ
ン

阿部 孝一 福島県郡山市保健所長

庵原 俊昭 国立病院機構二重病院長

小田切 孝人 国立感染症研究所インフルエンザウイルス研究セシター第一室長
河岡 義裕 東京大学医科学研究所感染症国際研究センター長

小林 良清 長野県健康福祉部健康長寿課長

○田代 員人 国立感染症研究所インフルエンザウイルス研究センター長

多屋 馨子 国立感染症研究所感染症情報センター第二室長

永井 英明 国立病院機構東京病院外来診療部長

中原 岳志 社団法人日本医薬品卸業連合会 流通近代化検討委員会 専門委員

福田 仁史 一般社団法人日本ワクチン産業協会

保坂 シゲ リ 日本医師会常任理事

松平 隆光 東京都小児科医会会長

横田 俊一郎 横田小児科医院長 (小田原医師会長)

医
療
体
制

大久保 憲 東京医療保健大学大学院感染制御学教授

川名 明彦 防衛医科大学校内科学講座 2(感染症・呼吸器)教授
坂元 昇′ 川崎市健康福祉局医務監

左近 祐史 社団法人日本医薬品卸業連合会 流通近代化検討委員会 専門委員

○永井 厚志 東京女子医大統括病院長 (日 本呼吸器学会理事長 )

野口 博史 成田赤十字病院感染症科部長

保坂 シゲリ 日本医師会常任理事

細矢 光亮 福島県立医科大学小児科学講座教授

リ
ス
ク
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

広
報

・

伊藤 隼也 医療ジャーナリス ト

士
ロ 肇子 慶應義塾大学商学部教授

田崎 陽典 危機管理・広報コンサルタン ト

前田 秀雄 東京都福祉保健局保健政策部長

○丸井 英二 順天堂大学医学部教授

安井 良則 国立感染症研究所感染症情報センター主任研究官
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8.新型インフルエンザワクチンに関するガイドライン (新設)につい

(1)基本的な考え方

○ ワクチンの接種により、個人の発病や重症化を防ぐことは、新型インフルエンザによ

る健康被害や社会日経済活動への影響を最小限にとどめることにつながる。

'O新
型インフルエンザが発生した場合には、国の責任の下、地方自治体、医療機関等の

関係機関や、国民の協力を得て、可能な限り速やかにプレバンデミックワクチンロパ

ンデミックワタチンの接種を行う。

○ このための体制整備を未発生期から行う必要があり、国は、プレバンデミックワクチ
ンの製造・備蓄、パンデミックワクチンの生産体制の整備等を行うほか、ワクチンの

接種が円滑に行われるよう、接種対象者や接種順位のあり方等を明らかにするととも

に、接種の実施方法等について決定し、関係機関の協力を得て、接種体制を構築する。

(2)バンデミックワクチンの接種順位等

ア.バンデミックワクチンの接種順位等に関する基本的考え方
(ア )パンデミックワクチンの先行接種
○ パンデミックワクチンの接種対象者は全国民であるが、研究開発を進めている細胞培

養技術が確立したとしても、バンデミックワクチンの供給の開始から全国民分の供給

までには一定の期間を要する。また、プレバンデミックワクチンについて、その有効

性が期待できないことから接種が行われない場合や、接種が行われても有効性が認め

られない場合がある。

○ このため、パンデミックワクチンの先行接種対象者を定め、まず新型インフルエンザ
患者の診療に直接従事する医療従事者から順に接種を行うこととする。

社会機能の維持に関わる者に対するパンデミックワクチンの先行接種については、以

下のような状況が想定される場合に、政府対策本部が、その実施について判断するこ

ととする。

> 新型インフルエンザの病原性が高いため、早期にワクチンの接種を行わなければ
欠勤率が高くなり、社会機能維持に必要な人員の確保が困難となると考えられる

場合。

プレバンデミックワクチンが有効であり、パンデミックワクチンの追加接種の必要性
がないことが期待される場合には、既にプレパンデミックワクチンを接種している医

療従事者及び社会機能の維持に関わる者はパンデミックワクチンの対象から外れる

-47-
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t場
合も考えられ、その判断は、本専門家会議の専門家の意見等を踏まえ厚生労働省が

行う (プレバンデミックワクチンの有効性がない又は不明である場合には、バンデミ

ックワクチンの対象とする。)..

(イ )パンデミックワクチンの優先接種
Oパ ンデミックワクチンの接種の優先順位については、新型インフルエンザが発生した
後、ウイルスの病原性、各年齢層における重症化率及び死亡率に関する情報等を国内

外から情報収集し、政府対策本部が、接種順位を決定することとする。

○ 先行接種対象者以外について、以下の 4群に分類する。
> 医学的ハイリスク者 :呼吸器疾患、心臓血管系疾患を有する者等、発症すること
により重症化するリスクが高いと考えられる者
・基礎疾患を有する者

※ 基礎疾患により入院中又は通院中の者をいう。平成21年のパンデミック時には、
「新型インフルエンザワクチンの優先接種の対象とする基礎疾患の基準 手引き」
が取りまとめられており、記載のある疾患口状態を参考にする。

口妊婦

> 小児 (1歳未満の小児の保護者及び身体的な理由により予防接種が受けられない
小児の保護者を含む。)

> 成人・若年者
> 高齢者 :ウイルスに感染することによって重症化するリスクが高いと考えられる
群 (65歳以上の者)

○ 新型インフルエンザによる重症化、死亡を可能な限り抑えることに重点を置いた考え
方を原貝Jとするが、我が国の将来を守ることに重点を置いた考え方や、これらの考え
方を併せた考え方もあることから、こうした考え方を踏まえる。

(a)重症化、死亡を可能な限り抑えることに重点を置いた考え方
>・成人・若年者に重症者が多いタイプの新型インフルエンザの場合
(医学的ハイリスク者>成人口若年者>小児>高齢者の順で重症化しやすいと
仮定)3

①医学的ハイリスク者 ②成人・若年者 ③小児 ④高齢者
> 高齢者に重症者が多いタイプの新型インフルエンザの場合
(医学的ハイリスク者>高齢者>小児>成人・若年者の順で重症化しやすいと
仮定)

31918年
に流行したスペイン風邪では、成人・若年者での重篤例が多くみられ、今回のベ トナムやイン

ドネシアにおける H5Nl型インフリレエンザウイルスのヒト感染例でも、成人・若年者での重篤例が多く報
告されている。
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①医学的ハイリスク者 ②高齢者 ③小児  ④成人口若年者
> 小児に重症者が多いタイプの新型インフルエンザの場合
(医学的ハイリスク者>小児>高齢者>成人・若年者の順で重症化しやすいと
仮定)

①医学的ハイリスク者 ②小児 ③高齢者  ④成人・若年者

(b)我が国の将来を守ることに重点を置いた考え方
> 成人・若年者に重症者が多いタイプの新型インフルエンザの場合
(医学的ハイリスク者>成人・若年者>高齢者の順で重症化しやすいと仮定)3
①小児 ②医学的ハイリスク者 ③成人・若年者 ④高齢者
> 高齢者に重症者が多いタイプの新型インフルエンザの場合
(医学的ハイリスク者>高齢者>成人・若年者の順で重症化しやすいと仮定)
①小児 ②医学的ハイリスク者 ③高齢者  ④成人・若年者

(c)重症化、死亡を可能な限り抑えることに重点を置きつつ、併せて我が国の将来を
守ることにも重点を置く考え方4

> 成人口若年者に重症者が多いタイプの新型インフルエンザの場合
(成人・若年者>高齢者の順で重症化しやすいと仮定)3
①医学的ハイリスク者 ②小児 ③成人口若年者 ④高齢者
> 高齢者に重症者が多いタイプの新型インフルエンザの場合
(高齢者>成人・若年者の順で重症化しやすいと仮定)
①医学的ハイリスク者 ②小児 ③高齢者 ④成人・若年者

(3)ワ クチンの確保

ア.ワ クチンの確保について

(ア )研究開発等
○ 厚生労働省は、新型インフルエンザ発生後、ワクチン製造用のウイルス株が決定され
てから6か月以内に全国民分のパンデミックワクチンを国内で製造する体制を平成
25年度中を目途に構築することを目指し、細胞培養法等の新しいワクチン製造法や、
経鼻粘膜ワクチン等の新しい投与方法等の研究口開発を促進するとともに、生産ライ
ンの整備を推進する。

○ 国内での細胞培養法等による製造体制が整備されるまでの間、鶏卵によるパンデミッ
クワクチンの製造体制において可能な限りの生産能力の向上を図る。

○ 厚生労働省は、プレバンデミックワクチンについては、パンデミック時の有効な接種

42009年
に発生した新型インフルエンザ (A/HlNl)で は、基礎疾患を有する者等において重症化する可能

性が高いため「医学的ハイリスク者」を最優先としたが、それ以降は小児に優先的に接種した。
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方法等の検討に資するよう、ワクチンの有効性・安全性 口交差反応性等についての研

究を推進する。

○ 厚生労働省は、予測困難な新型インフルエンザウイルスの亜型、株に応じて、製造株

を変更 (亜型の変更も含む。)できるプロトタイプヮクチンの開発を進める。プロト
タイプワクチンの承認申請を受け、プロトタイプワクチンに求められる要件に基づき、
適切な審査を行う。

(イ )プレバンデミックワクチンの備蓄・事前製剤化等について
○ パンデミックワクチンの開発口製造には一定の時間がかかるため、それまでの対応と
して、医療従事者及び社会機能の維持に関わる者に対し、感染対策の一つとしてtプ
レパンデミックワクチンの接種を行うこととし、厚生労働省は、その原液の製造口備
蓄を進める。

(参考)プレパンデミックワクチンの備蓄状況
:平成 20年度 原液約 1,000万人分備蓄   (チ ンハイ株)        :
:平成 22年度 原液約 1,000万人分備蓄   (ベ トナム株/イ ンドネシア株):
:I盛 21.■車.…

「
菫担.1.1999勒蓄予定 (ア ンフィ株)        三

〇 厚生労働省は、新型インフルエンザの発生後に迅速な接種が行えるよう、備蓄の一部

をあらかじめ製剤化した形で備蓄する。

(ウ )発生時のプレパンデミックワクチンの確保
○ 厚生労働省は、海外の状況、プレバンデミックワクチンの有効性の確認及び本専門家

会議の専門家の意見等を踏まえつつ、備蓄されているプレバンデミックワクチンの中
から最も有効性が期待されるウイルス株を選択する。その際、流行している新型イン

フルエンザウイルスと、以前にプレバンデミックワクチンを接種した者の保存血清か

ら交差反応性を検討し、プレバンデミックワクチンの有効性を早期に判断する。

○ プレバンデミックワクチンの接種の必要性が高まった場合には、厚生労働省は、直ち
にプレパンデミックワクチンの製剤化を行うことを決定し、季節性インフルェンザワ

クチンなど他のワクチンに優先して迅速に製剤化を行うよう、製造販売業者に依頼す

る。

○ 早期の供給を図るために、供給バイアルサイズは loml等のマルチバイアルを主とす
る (集団的接種を基本とすることを前提)。 なお、各接種会場における端数の人数及

び小規模な医療機関の医療従事者への接種等に対応するため、一定程度は l ml等の小

さなバイアルを確保する。

○ 新型インフルエンザのパンデミックの状況も勘案しつつ、検定を受けるいとまがない
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場合には、厚生労働省は、必要に応じプレバンデミックワクチンの検定を免除する。

(工 )発生時のパンデミックヮクチンの確保 (国内での製造)
○ 厚生労働省は、国内製造業者に対し鶏卵の確保等の生産体制の準備を依頼する。

○ 国立感染症研究所は、海外における新型インフルエンザの発生後速やかにバンデミッ

クワクチンに供するウイルス株を入手する。

> その際、農林水産省は、家畜伝染病予防法第 36条に基づく、病原体の輸入検疫
における許可を迅速に実施する。

○ 厚生労働省は、新型インフルエンザ国内分離株及び海外のWHO協カセンターから得
られた分離株の抗原分析、遺伝子解析、プレパンデミックワクチン接種前後の血清抗

体に対する新型インフルエンザウイルスの交差反応の検討結果及びワクチン製造販
売業者における各国から提供されたワクチン製造候補株の増殖性の検討を踏まえて、

製造に適した新型インフルエンザワクチン製造株の選定を行う。

○ 国立感染症研究所においては、WHO、 各国の研究機関及び国内インフルエンザワク
チン製造企業と協力して、国内におけるワクチン製造株を作製し、製造販売業者に配

布する。

> 厚生労働省は、新型インフルエンザウイルスの所持 口保管に係る感染症法第 56
条の 24に基づく基準については、ワクチンの生産の妨げにならないよう適切に
運用する。

○ 厚生労働省は、生産能力を可能な限り活用して、パンデミックワクチンの生産に着手

するよう、ワクチン製造販売業者に要請する。

> 通常のインフルエンザワクチンの生産時期に当たる場合には、製造販売業者は、
製造ラインをただちに中断して新型ィンフルエンザワクチンの製造に切り替え
る等、生産能力を可能な限り最大限に活用する。

> 全国民分のパンデミックワクチンを供給することとなるが、病原性等、状況に応
じて想定される接種者数 日接種回数を踏まえ、厚生労働省は、ヮクチン製造販売

業者に、必要な製造量を示すとともに、状況の変化に応じて、製造量を調整する。
> バンデミックワクチンの製造には、他のワクチン製造と同じ製造ラインを利用す
ることから、必要に応じて調整を行う。

○ 病原性にかかわらず、早期の供給を図るために、供給バイアルサイズは loml等のマ

ルチバイアルを主とする (集団的接種を基本とすることを前提)。 なお、集団的接種
が不可能又は不適切である接種対象者、各接種会場における端数の人数及び小規模な
医療機関の医療従事者への先行接種等に対応するため、一定程度は l ml等の小さなバ

イアルを確保する。
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○ 厚生労働省は、プレバンデミックワクチン又はプロトタイプワクチンの承認に基づき、

製造株を新型インフルエンザに対するウイルス株に変更したバンデミックワクチンに

ついて、新型インフルエンザのパンデミックの状況も勘案しつつ、プレバンデミック

ワクチン又はプロトタィプヮクチンのデータを踏まえ、迅速な審査を行つた上で、承

認を行う。

○ 新型インフルエンザのパンデミックの状況も勘案しつつ、検定を受けるいとまがない

`場合には、厚生労働省は、必要に応じバンデミックワクチンの検定を免除する。

(オ)発生時のパシデミックワクチンの確保 (海外からの輸入)
○ 細胞培養法によるパンデミックワクチンの生産体制は平成25年度中を目途に構築
することとしており、全国民分のパンデミックワクチンを国内で速やかに確保するこ

とが可能となるまでは、海外からのワクチンの輸入について検討を行う必要がある。

○ 厚生労働省は、パンデミックワクチンを全国民分確保するために、新型インフルエン

ザ発生後に国産ワクチンの製造販売業者にできるだけ速やかに (新型インフルエンザ

ウイルスの増殖率などの種々の前提条件を考慮した)製造可能量を試算するよう依頼

する。

○ 厚生労働省は、国産ワクチンの製造販売業者による製造可能量の試算を基に、国産ワ

クチンだけでは不足が見込まれる場合には輸入ワクチンを確保することを検討する。

(以下、国産ワクチンでは不足が見込まれ、輸入ワクチンの確保が必要な場合について記

載する。)

○ 厚生労働省は、輸入ワクチンの製造販売業者に対して、日本への供給可能性や時期、

供給可能量等について、情報収集を行う。

O厚 生労働省は、輸入ワクチンの製造販売業者とワクチンの供給の可否について交渉を
行う。その際、必要に応じて優先的な供給枠を活用する。5

0厚 生労働省は、ワクチンの必要量、購入計画に基づき、輸入ワクチンの製造販売業者
と購入契約を締結する。輸入ワクチンの確保に当たって、予防接種法附則第 6条第 1
項に基づく損失補償契約を締結することができるが、その際、同第 6条第 2項から第

5 GSK社との間の合意によると、平成21年度に購入したワクチンのアジュバントの有効期間 (3年)内
に抗原交換を希望する場合、最大5032万回分の抗原について優先的に供給が受けることができる。また、
ノバルティス社との間の合意によると、平成 22年 6月から4年間にバンデミックが発生した場合に、最
大 4000万回分のワクチンについて優先的に供給を受けることができる。
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4項に基づいて、閣議決定を行い国会の承認を得る必要がある。

○ 厚生労働省は、特例承認が必要とされる場合には、製造販売業者からの申請に基づき、

薬事法第 14条の 3の規定による特例承認を迅速に行う。

○ 新型インフルエンザのパンデミックの状況も勘案しつつ、検定を受けるいとまがない

場合には、厚生労働省は、必要に応じバンデミックワクチンの検定を免除する。

(4)ワ クチンの供給体制

ア.ワクチンの供給体制について

(ア )未発生期
○ 厚生労働省は、プレバンデミックワクチン及びパンデミックワクチンを国が売却して

供給することに備え、以下の体制を整備するよう、都道府県に要請する。
> 接種者の予定数を把握し、都道府県卸売販売業組合等により、各都道府県におけ
るワクチンの流通を調整する体制を整備する。

> ワクチンの偏在が生じないよう、医薬品の卸売販売業者等におけるワクチンの在
庫量を把握するための体制を整備する。

(イ )海外発生期以降
○ 政府対策本部が定める基本方針に基づき、厚生労働省は、ワクチン製造販売業者と協

議して、供給量についての計画を策定するとともに、その計画に基づき、パンデミッ
クワクチンを購入し、ワクチンの流通を管理することとする。

○ 厚生労働省は、保有するプレパンデミックヮクチン及び購入したパンデミックワクチ
ンを販売業者に売却するとともに、都道府県ごとの供給量を割り当てる。その上で、

都道府県が管内における流通を調整する。

(供給量の調整)

> プレパンデミックワクチン及びバンデミックワクチンの先行接種においては、医
療従事者・社会機能の維持に関わる者に係るワクチン配分量については、各省庁
が内部部局等を経由して所管する業種の事業者等に照会し選定した対象者数等を

厚生労働省が取りまとめ、都道府県ごとの配分量を算出する。
> パンデミックワクチンの接種においては、厚生労働省は、都道府県ごとの配分量
を、各都道府県の人口や当該優先接種対象者数等の概数などに基づき算出する。
また、都道府県は、ワクチン配分量と、管轄する市町村から報告された接種対象
者数及びワクチン必要量を基に、各市町村へ供給するワクチン量を決定する。
> 厚生労働省は、都道府県ごとのワクチンの供給量と供給予定時期など、ワクチン
の供給計画を情報提供する。また、出荷の都度、都道府県へのワクチン配分量を
都道府県へ通知する。
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(供給先の把握)

> 都道府県は、ワクチンの供給先を把握し、各会場における接種対象者数及びワク
チン必要量を決定する。

(ワクチンの流通)

> 厚生労働省は、都道府県への配分量1年基づき、販売業者ヘワクチンを売却する。
> 都道府県は、管内における流通をコント由―ルするため、都道府県卸売販売業組
合等及びワクチン供給先 (市町村、医療機関等)と連携し、情報を集約し、必要
量を的確に医療機関等に納入することにより、迅速かつ円滑な流通に努める。
> 都道府県は、都道府県卸売販売業組合等の関係者と十分な協議を行い、各供給先
への納入卸売販売業者を決定する。

> 都道府県は、厚生労働省からの配分量の決定を受けて、都道府県卸売販売業組合
等の関係者と十分な協議を行つた上で、医療機関等への納入量を決定し、卸売販
売業者に対して各供給先の納入数量を提示し、納入を依頼する。その際、医療機
関等の規模や接種計画等を勘案し、l ml製剤及び 10ml製剤等の配分についても決
定する。

(供給量の把握)

> 厚生労働省は、卸売販売業者が集団的接種を実施する会場又は各供給先へ販売し
た量及び時期に係る情報を定期的に収集し、都道府県に情報提供する。
(返品)

> 厚生労働省は、事故返品を不要返品と明確に区別し、不要返品は原則認めないこ
ととすることを関係者へ周知する。

> 都道府県は、各供給先における接種予定本数及び在庫本数を的確に把握して供給
本数を調整する。

(5)ワ クチンの接種体制

ア.プレパンデミックワクチンの接種体制について (現時点では、接種の法的位置づけ、
実施主体、費用負担等については関係省庁で検討しているが、接種の具体的なモデル

を示す必要があるため、都道府県を実施主体として、予防接種法上の臨時接種として
実施する場合を例として示す。)

(ア )概要
○ プレパンデミックワクチンは、新型インフルエンザ発生後にパンデミックワクチンが
供給されるまでの間t国民の生命を守り、最低限の生活を維持する観点から、医療従
事者や社会機能の維持に関わる者に対し、接種されるものである。

○ このため、未発生期から接種体制の構築を図るとともに、発生からできるだけ早期に
接種の準備を行い、実際に接種することが求められるものである。

(イ )法的位置づけ口実施主体等
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○ プレバンデミックワクチン接種は、予防接種法上の臨時接種として実施する。

Oプ レバンデミックワクチン接種の実施主体については、予防接種法の臨時接種として
実施する場合、対象者の人数が限られることや、緊急性が求められること等から、都

道府県が実施することが基本となる。

○ なお、自衛官・検疫所職員など国家公務員の一部については、国の責任において実施

すべき業務に従事する者であるため、予防接種法第 7条の 2第 1項に規定する「相当
する予防接種」として扱い、国を実施主体とすることが考えられる。

○ 接種費用等については、接種に係るコス ト等が適切に評価されるよう設定する。

(ウ )未発生期における準備
○ 新型インフルエンザ発生からできるだけ早期に接種体制を構築し、医療従事者や社会

機能の維持に関わる者に対し、接種することが求められるものである。

○ 国及び都道府県は、未発生期の段階から、ワクチン接種の円滑な実施が可能となるよ

う、市町村、医師会、関係事業者等の協力を得て接種体制の構築を図る。

> 実施主体となる都道府県は、市町村の協力の下、以下の事項等に留意し、地域医
師会等と連携の上、接種体制を構築する。

・医師、看護師、受付担当者等の医療従事者等の確保
口接種場所の確保 (医療機関、保健所、保健センター、事業所等)
・接種に要する器具等の確保
口接種対象者への周知方法 (接種券の取扱い、名簿の作成t予約方法等)

> 事業者において接種する場合については、企業内診療所において接種体制を構築
する、又は接種を行う医療機関とあらかじめ発生時に接種に協力する旨の協定を

結ぶ等により、事業者ごとに接種体制の確保を図る。

※ プレパンデミックワクチンを企業において接種する方法としては、企業内診療所での
接種、外部の医療機関からの巡回診療による接種が考えられる。企業内診療所の開設

について新たに許可が必要な場合には、都道府県は迅速に対応する。

○国は、以下の手順により、あらかじめ接種対象者の属する事業者ごとの接種対象人数

を把握し、調整の上で、接種予定者数を事前に定め、都道府県に伝達しておく。これ
を受けて、都道府県は、事業者等に、接種予定者数を伝達 しておく。
口厚生労働省は、各省庁に、カテゴリー ロ業種別の接種対象者の取りまとめを依頼す

る。

※ 事業者又は小規模な事業者については事業者団体 (以下「事業者等」という。)ごと
-55,
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○

に、地域ごと (保健所単位程度)の接種対象者数等を取りまとめるよう依頼。
・各省庁は、内部部局・地方支分部局、地方自治体又は事業者団体を経由して、所管
する業種の事業者等に照会を行う。
・事業者等は、対象者を選定した上で、対象者数等を各省庁に回答する。
・各省庁は、国が決定した対象者数の枠を超える場合には、対象者数を調整する。
・各省庁は、取りまとめた結果を、厚生労働省に回答する。   ′
・厚生労働省は、結果を都道府県別に取りまとめ、都道府県に伝達する (国が実施主
体となる接種者については各省庁に伝達)。
・都道府県は、事業者等に、接種予定者数を伝達する。

事業者等ごとに、接種予定者について、企業内診療所での接種体制を構築するが、接
種を行う医療機関とあらかじめ協定を結ぶことができるよう、国及び都道府県は、事
業者等に促すとともに、必要な調整を行う。また、都道府県は事業者等ごとの接種体
制を把握する。

自衛官・検疫所職員など国家公務員の一部について、国を実施主体として接種を行う
場合には、各機関において接種体制を構築して接種を行うものとする。

集団的接種を原貝Jとすることから、原則
.と

して 10o人以上を単位として接種体制を構
築することとし、小規模な事業者 (医療機関を除く。)については事業者団体単位で
接種体制を構築する。

○ 事前製剤化したプレパンデミックワクチンの接種については、特に速やかに接種を実
施する必要があることから、国は、対象者の把握や事業者ごとの接種体制についてt
未発生期の段階から確実に接種体制を構築しておく。

(工)実施の判断
○ 政府対策本部は、海外におけるウイルスの亜型や病原性等の情報を踏まえ、プレバン
デミックワクチンの接種の実施について、速やかに決定する。使用するワクチンにつ
いては、プレバンデミックワクチン既接種者の保存血清と、発生したウィルス株を用
いた交差免疫性の調査を速やかに行うなど、可能な限り効果の高い接種を行うものと
する。なお、発生した新型インフルエンザのウイルスの亜型が異なったりヽ 抗原性が
大きく異なるなど、有効性が期待できない場合には、プレバンデミックウクチンの接
種を行わない。

(オ)接種体制等               
′

○ プレパンデミックワクチンを緊急に接種するため、lomlな ど大きな単位のバイアルで
ワクチンを供給することを基本とし、原則として集団的に接種を実施する。なお、各
接種会場における端数の人数及び小規模な医療機関の医療従事者への接種等に対応
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するため、T定程度は l ml等の小さなバイアルを確保する。

○ 接種は都道府県が主体的に行う。都道府県内の事業所の従事者に対しては、当該地域

の社会機能を維持する観点から、居住地にかかわらず、都道府県が実施主体となるこ

ととする。

○ 医療従事者への接種は、勤務する医療機関において実施する。

○
'原
則として、事業者ごとの接種対象者数は事前に決定した人数を上回らないものとす

る。

○ 接種には多くの医療従事者の確保が必要となることから、地域医師会等の協力を得て、

その確保を図る。

(力 )都道府県が直接接種体制を構築する場合の接種の調整
○ 事業者等ごとに定めた接種体制に基づいて接種を実施できない対象者が存在する場

合には、都道府県は、必要に応じ市町村の協力を得て、直接、接種体制を構築する。
1接
種会場については、保健所・保健センター等公的な施設を活用するか、医療機関に

委託する。

○ 都道府県は、以下の手順により接種の調整を行う。
口都道府県は、地域ごとの接種対象者の接種日時・場所を調整し、各事業者に対し、

接種日時・場所及び当該日時・場所ごとの人数を通知する。
口接種日時・場所を踏まえ、適切にワクチンを供給するよう調整する。

○ プレバンデミックワクチンの接種は、医療従事者 口社会機能の維持に関わる者を対象

とし、その他の者を対象としないことから、以下の方法等により、接種時に接種対象

者であることの確認を行う (接種対象者であることを確認できない者については、接

種を行わない。)。

(a)名簿で確認する方法
① 事業者に対し、接種日時・場所ごとに調整した接種対象者の名簿の提出を求

める。

② 事業者は、接種対象者に対し、接種日時・場所を伝達する。

③ 都道府県は、接種時、提出された名簿と職員証等で接種対象者であることを

確認し、接種を行うこととする。

(b)接種券を配布する方法
① 事業者に対し、接種人数に相当する接種券を配布する。

② 事業者は、接種券に記名した上で接種対象者に対し配布するとともに、接種

日時 口場所を伝達する。
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③ 接種対象者は、接種会場に接種券を持参し、接種券と職員証等をもって接種
対象者であることの確認を受けた上で、接種を受けることとする。

※ なお、都道府県は、通知した日に体調等の理由で接種できなかった者への接種予備日を
併せて設定し、事業者に通知する。

(キ)事業者等ごとに接種体制を確保している場合の接種の調整
○ 原則として、事業者等ごとの接種対象者数は事前に決定した人数を上回らないものと
する。

O都 道府県は、事業者等に対し、予定した接種体制に変更がないか確認する。

9都 道府県は、以下の手順により1接種の調整を行う。
口各事業者等に対し、事前に定めた接種対象者数を改めて通矢口する。
口各事業者等に対し、あらかじめ協定を結んだ医療機関等に、接種の実施を依頼する
よう求める。
・各事業者等に対し、接種予定医療機関名、接種予定者名、及び接種予定人数を、都
道府県へ提出するよう求める。
口都道府県は、地域医師会を通じるなどして、接種実施医療機関 (企業内診療所を含
む。)との契約を締結する。
・都道府県はt各事業者等から提出を受けた接種予定人数を踏まえ、ワクチン供給予
定日を伝達するとともに、接種予定医療機関にワクチンが供給されるよう調整する。

○ 各事業者等と各接種実施医療機関は、都道府県から伝達されたヮクチン配分量等を踏
まえて、接種日時等を決定し、接種を実施する。

○ 各事業者等は各接種実施医療機関に接種予定者名簿を提出することとし、各接種実施
医療機関における接種対象者の確認は、接種予定者名簿及び職員証等で行うものとす
る (接種対象者であることを確認できない者については、接種を行わない。)。

(ク )接種の実施
○ 接種会場においては、接種を受ける者は、接種拳を提出又は身分証明書を提示する等、
都道府県が定める方法により接種対象者であることの確認を受け、接種を受ける (接
種対象者であることを確認できない者については、接種を行わない。)。

○ このほか、接種の実施、安全性の確保等についての詳細は、共通事項として記載する。

(ケ )その他
○ 各接種会場においては、実際に接種した人数を集計するとともに、都道府県 (国家公
務員への接種については各省庁)に報告する。都道府県及び各省庁は、接種者数を定
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期的に厚生労働省に報告し、厚生労働省が集計する。

○ 安全性の確保に係るその他の事項については、別に記載する。

(コ )広報 口相談
○ プレバンデミックワクチンの接種については、医療従事者・社会機能の維持に関わる
者を対象とした接種であることから、その対象者に的確な情報が伝達されるよう周知
を行うことが必要である。

○ 各省庁を通じて事業者等に接種者数の照会を行う際に、事業者や接種対象者に、接種
の目的、実施方法、安全性、有効性等に関する情報提供を行うとともに、イジターネ
ットやマスメディアを通じて、随時、以下に示す情報の提供を行う。
・国は、ワクチン接種に係るデT夕 の収集・分析などを行い、安全性・有効性の確保
に努めるとともに、安全性 口有効性に関する知見等について、積極的かつ迅速に周
知する。また、接種の目的、実施方法等について、分かりやすく周知する。これら
の情報を分かりやすく取りまとめたQ&Aや広報資材などを作成する。
こ都道府県は、実施主体として、具体的な接種の進捗状況や、ヮクチンの有効性 口安
全性に関する情報、相談窓口 (コールセンター等)の連絡先など、接種に必要な情
報を提供する。

○ プレバンデミックワクチンの接種は、ワクチンの供給量が限られている中、医療従事
者 口社会機能の維持に関わる者を対象とし、その他の国民を対象としないことから、
その目的・趣旨や、接種によって医療体制や社会機能が維持されることにより国民全
体に利益が及ぶことについて、分かりやすく広報を行う必要がある。また、プレバン
デミジクワクチンの接種について、国民の理解を得るためには、パンデミックワクチ
ンの接種の見通しについても明らかにすることが必要である。

イ.病原性が高い場合のパンデミックワクチンの接種体制にっいて (現時点では(接種
の法的位置づけ、実施主体、費用負担等にPいては関係省庁で検討しているが、接種
の具体的なモデルを示す必要があるため、市町村を実施主体として、予防接種法上の
臨時接種として実施する場合を例として示す。)
(ア )概要  ・
〇 病原性の高い新型インフルエンザの発生時に、被害を最小限に抑えるため、ヮクチン
を緊急に、可能な限り多くの国民に接種する。

○ このため、予防接種法上の臨時接種として、かつ、原則として集団的接種を行うこと
により、全国民が速やかに接種することができる体制の構築を図る。
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(イ )法的位置づけ 口実施主体等
○ 病原性が高い場合においては、予防接種法の臨時接種として接種を実施する。

○ 実施主体については、国民全員が身近な場で接種できる体制を早期に構築する観点か

ら、市町村が実施する。

○ なお、パンデミックワクチンの先行接種においても、国家公務員であって、国の責任

において実施すべき業務に従事する者については、予防接種法第 7条の 2第 1項に規
定する「相当する予防接種」として扱い、国を実施主体とすることが考えられる。

○ 公費で接種を実施することとする。

○ 接種費用については、接種に係るコス ト等が適切に評価されるよう設定する。   1

(ウ )未発生期における準備
○ パンデミックワクチンについては、全国民が速やかに接種することができるよう、未

発生期から体制の構築を図る必要がある。

○ 実施主体となる市町村は、未発生期の段ヽ階から、ワクチン接種の円滑な実施が可能と

なるよう、以下に列挙する事項等に留意 し、地域医師会等と連携の上、接種体制を構

築する。

・医師、看護師、受付担当者等の医療従事者等の確保
口接種場所の確保 (医療機関、保健所、保健センター、学校等 )

|     口接種に要する器具等の確保

|     口接種に関する住民への周知方法 (受診券の取扱い、予約方法等 )

○ 国及び都道府県は、医師会、関係事業者等の協力を得て、市町村が進める接種体制の

構築を調整する。また、国は、市町村における接種体制について、具体的なモデルを
示すなど、技術的な支援を行う。

(工 )実施の判断
○ 病原性が高 く臨時接種に相当するかどうかについては、新型インフルエンザの発生

(海外での発生を含む。)か ら 1～ 2か月以内に、国内外のデータ等から判断 した上で、

政府対策本部が、臨時接種の実施を決定することとする。

○ パンデミックワクチンは、全国民を対象に接種する (在留外国人を含む。)。

○ プレパンデミックワクチジが有効であり、バンデミックワクチンの追加接種の必要性

がないことが期待される場合には、既にプレパンデミックワクチンを接種 している医
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療従事者及び社会機能の維持に関わる者はパンデミックワクチンの対象から外れる
場合も考えられ、その判断は、本専門家会議の専門家の意見等を踏まえ厚生労働省が
行う (プレバンデミックヮクチンの有効性がない又は不明である場合には、パンデミ
ックワクチンの対象とする。)。

(オ)接種対象者                     ・

O医療従事者を対象に先行的に接種する。

○ 社会機能の維持に関わる者に対するパンデミックワクチンの先行接種については、以
下のような状況が想定される場合に、政府対策本部が、その実施について判断するこ
ととする。

> 新型インフルエンザの病原性が高いため、早期にワクチンの接種を行わなければ
欠勤率が高くなり、社会機能維持に必要な人員の確保が困難となると考えられる
場合。

〇 年齢及び重症化率等による接種の優先順位については、前述のとおり。

○社会機能の維持に関わる者への先行接種を実施する場合には、プレパジデミックワク
チン接種の場合と同様の方法で、接種時に先行接種対象者であることを確認する:

○ 基礎疾患を有し医療機関に通院中の医学的ハイリスク者に対しては(接種時に優先接
種対象者であることが確認できるよう、通院中の医療機関|こおいて「優先接種対象者
証明書」を発行する。

(力 )接種体制の構築等
○ パンデミックヮクチンを早期に供給し、できるだけ早く接種するためには、ワクチン
の大部分を 10mlな どの大きな単位のバイアルで供給することとし、原則として集団
的接種を行うものとする。

○ なお、l mIバィァル、プレフィルドシリンジ等の小さな単位のワクチンについては、
妊婦、在宅医療の受療中の患者など、特に必要な者が利用するものとし、これらの者
については個別接種を行うものとする。

○ 居住する市町村外で接種をする必要がある者べの対応については、現行法に基づくと、
次のような方法が考えられ、できるだけ円滑に接種できる仕組みとする。
> 実施主体の市町村はt居住者だけでなく、その他の者に対しても接種を実施する。
> 医療従事者及び社会機能の維持に関わる者に先行接種を行う場合は、当該地域の
医療の確保、社会機能を維持する観点から、プレバンデミックワクチンの接種体
制を活用して、居住地にかかわらず、従事する医療機関又は事業所がある市町村
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(又は都道府県)を実施主体とする。
※ このほかに、居住する市町村外の医療機関においても接種が可能となるよう、市町
村間及び都道府県間で広域的な協定を結ぶことも考えられる。

※ 現行法に基づいて接種を行うと、円滑な実施が不可能又は事務手続き等が煩雑で運
用が困難である場合、法改正も含めて検討する必要がある (今後の検討課題参照)。

○ 接種の実施会場の確保

> 接種のための会場については、地域の実情に応じつつ、人口 1万人に 1か所程度
の接種会場を設けて接種を行うものとする。

> 市町村は、保健所 口保健センター、学校など公的な施設を活用するか、医療機関
に委託することにより、接種会場を確保する。

○ 接種には多くの医療従事者の確保が必要となることから、地域医師会等の協力を得て、  ・
その確保を図る。

○ 集団的接種体制の構築

> 原則として集団的接種を行うこととするため、そのための体制を確保する。即ち、
各会場において集団的接種を実施できるょう、医療従事者や誘導のための人員、
待合室や接種場所等の設備、接種に要する器具等を確保する必要がある。
> 基礎疾患を有 し医療機関に通院中の医学的ハイリスク者に関しても、集団的接種
を実施する会場において接種することとし、その際、発行された「優先接種対象

者証明書」を持参することとする。

※ 医学的ハイリスク者に対するワクチン接種にうし{ては、接種に係るリスク等も考慮し
て、集団的接種を実施する場合であっても、予診及び副反応に関する情報提供をより

慎重に行うことに留意する。

○ 医療機関における接種の実施

> 医療従事者、医療機関に入院中の患者、在宅医療の受療中の患者については、基
本的に医療機関において接種を行う。

(キ)接種の予約等
○ これらの接種対象者について、地域の実情に応 じてあらかじめ計画 した手順で接種の

通知を行い1接種の予約を受け付ける。なお、被接種者が複数の接種会場に重複 して
連絡することがないよう、市町村は窓口を統一 した上で、接種会場を適切に振り分け

ることが望ま しい。

(例 )

・市町村は、全住民に、氏名を印刷 した受診券を送付する。
・接種の優先順位、優先接種対象者ごとの接種の開始日については、別途広報等によ
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り周知する。
・接種会場、接種を受けるための具体的な方法について周知を行う。
口接種の予約の受付は、接種会場ごと、又は自治体ごとに予約受付電話等を設けて行
つ 。

※ このほか、市町村が住民に接種予定日を通知した上で、変更がある場合のみ予約窓口で
受け付ける等の方法も考えられる。

(ク )広報 口相談
○ 病原性の高い新型インフルエンザに対して、ワクチンの接種を緊急に実施するもので
あり、接種時には次のような状況が予想される。
・新型インフルエンザの流行に対する不安が極めて高まっている。
ロワクチンの需要が極めて高い一方、当初の供給が限られている。
ロワクチンの安全性 8有効性については、当初の情報が限られ、接種の実施と並行し
て情報収集 口分析が進められるため、逐次様々な知見が明らかになる。
・臨時接種、集団、的接種など、通常実施していない接種体制がとられることとなり、
そのための混乱も起こりうる。

○ これらを踏まえ、広報に当たっては、次のような点に留意すべきである。
口接種の目的や優先接種の意義等を分かりやすく伝えることが必要である
・ワクチンの有効性 口安全性について情報をできる限り公開するとともに、分かりや
すく伝えることが必要である。
・接種の時期、方法など、国民一人一人がどのように対応するべきかについて、分か
りやすく伝えることが必要である。

○ 国においては、ヮクチン接種に係るデータの収集・分析などを行い、安全性・有効性
の確保に努めるとともに、安全性・有効性に関する知見等について、積極的かつ迅速
に周知する。また、接種の目的、実施方法 (優先接種対象者や接種スケジュールを含
む)等について、分かりやすく周知する。これらの情報を分かりやすく取りまとめた
Q&Aや広報資材などを作成する。

○都道府県においては、様 な々広報媒体を活用して、具体的な接種スケジュー

'レ

や接種
の実施場所 B方法、ワクチンの有効性・安全性に関する情報、相談窓口 (コールセン
ター等)の連絡先等の周知を行う。

○ 市町村においては、実施主体として、具体的な接種スケジュールや接種の実施場所・
方沐、相談窓口 (コールセンター等)の連絡先等の周知を行う。

○ 国、都道府県は、それぞれ問い合わせに応えるた、めの窓口を設置し、対応を強化する
ほか、市町村は、実施主体として、住民からの基本的な相談に応じる。

‐63-

-20ニ



ウ.病原性が高くない場合のパンデミックワクチン接種
(ア)概要
○ 発生 した新型インフルエンザの病原性が高 くない場合であっても、国民の大多数に免
疫がないことから、季節性インフルエンザの感染者を大きく上回る感染者が発生 し、
医療をはじめ、我が国の社会経済に深刻な影響を与えるおそれがある。

○ このため、予防接種法上の新臨時接種として、全国民が接種することができる体制の
構築を図る。

(イ )法的位置づけ口実施主体等
○ 病原性が高くない場合においては、予防接種法の新臨時接種として接種を行うものと
する。

○ 実施主体については、国民全員が身近な場で接種できる体制を早期に構築する観点か
ら、市町村が実施するものとする。

○ 接種費用は、自己負担で実施することとするが、市町村が経済的理由により接種費用
を負担することができない、又は困難であると認めた者に対し接種費用の減免措置を
行うことができるものとする。

○ 接種費用については、接種に係るコスト等が適切に評価されるよう設定する。

(ウ )未発生期における準備
○ パンデミックワクチンについては、全国民が速やかに接種することができるよう、未
発生期から体制の構築を図る必要がある。

○ 実施主体となる市町村は、未発生期の段階から、ワクチン接種の円滑な実施が可能と
なるよう、以下に列挙する事項等に留意し、地域医師会等と連携の上、接種体制を構
築する。
・医師、看護師、受付担当者等の医療従事者等の確保
口接種場所の確保 (医療機関、保健所、保健センター、学校等)
・接種に要する器具等の確保
・接種に関する住民への周知方法 (受診券の取扱い、予約方法等)

○ 国及び都道府県は、医師会、関係事業者等の協力を得て、市町村が進める接種体制の
構築を調整する。また、国は、市町村における接種体制について、具体的なモデルを
示すなど、技術的な支援を行 う。
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(工)実施の判断
○ 新型インフルエンザの発生 (海外での発生を含む。)ヵ)ら 1～2か月以内に、国内外の
データ等から病原性を判断した上で、政府対策本部が、新臨時接種の実施を決定する
こととする。

(オ )接種対象者
○ 医療従事者を対象に先行的に接種する。

〇 年齢及び重症化率等による接種の優先順位については、前述のとおり。

○ 基礎疾患を有し医療機関に通院中の医学的ハイリスク者に対しては、接種時に優先接

種対象者であることが確認できるようv通院中の医療機関において「優先接種対象者
証明書」を発行する。

(力 )接種体制の構築等
○ パンデミックワクチンを早期に供給し、できるだけ早く接種するためには、ワクチン

の大部分を 10mlなどの大きな単位のバイアルで供給することとし、原則として集団
的接種を行うものとする。

○ なお、l mlバイアル、プレフィルドシリンジ等の小さな単位のワクチンについては、

妊婦、在宅医療の受療中の患者など、特に必要な者が利用するものとし、これらの者
については個別接種を行うものと・する。

○ 接種の実施会場の確保

> 接種のための会場については、地域の実情に応じつつ、人口 1万人に 1か所程度
の接種会場を設けて接種を行うものとする。

> 市町村は、保健所・保健センター、学校など公的な施設を活用するか、医療機関
に委託することにより、接種会場を確保する。  .

〇 集団的接種体制の構築

> 原則として集団的接種を行うこととするため、そのための体制を確保する。即ち、
各会場において集団的接種を実施できるよう、医療従事者や誘導のための人員、

待合室や接種場所等の設備、接種に要する器具等を確保する必要がある。
> 基礎疾患を有し医療機関に通院中の医学的ハイリスク者に関しても、集団的接種
を実施する会場において接種することとし、その際、発行された「優先接種対象

者証明書」を持参することとする。

※ 医学的ハイリスク者に対するワクチン接種については、接種に係るリスク等も考慮
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して、集団的接種を実施する場合であつても、予診及び副反応に関する情報提供を

より慎重に行うことに留意する。

○ 医療機関における接種の実施

> 医療従事者、医療機関に入院中の患者、在宅医療の受療中の患者については、
基本的に医療機関において接種を行う。

○ 居住する市町村外で接種をする必要がある者について、できるだけ円滑に接種できる

仕組みを構築することとする (「イ.病原性の高い場合のパンデミックワクチン接種
について」を参照。)。

(キ )接種の予約等
○ これらの接種対象者について、地域の実情に応 じてあらか じめ計画 した手順で接種の

通知を行い、接種の予約を受け付ける。社お、被接種者が複数の接種会場に重複 して

連絡することがないよう、市町村は窓口を統:― した上で、接種会場を適切に振り分け

ることが望ましい。

(例 )

・市町村は、全住民に、氏名を印刷した受診券を送付する。

・接種の優先順位、優先接種対象者ごとの接種の開始日については、別途広報等によ

り周知する。
‐接種会場、接種を受けるための具体的な方法について周知を行う。

・接種の予約の受付は、接種会場ごと、又は自治体ごとに予約受付電話等を設けて行

う、。

※ このほか、市町村が住民に接種予定日を通知した上で、変更がある場合のみ予約窓口で
受け付ける等の方法も考えられる。

(ク )費用徴収
○ 減免の対象者を除いて、被接種者又はその保護者から、接種費用を徴収する。

(ケ )広報・相談
○ 病原性の高くない新型インフルエンザに対するワクチンの接種については、個人の意

思に基づく接種であり、行政としてはワクチン接種のための機会を確保するとともに、

接種を勧奨し、必要な情報を積極的に提供していく必要がある。

○ このほか、広報 ヨ相談に関する事項は、「病原性の高い場合のパンデミックワクチン

接種について」に準じることとする。

工.ワクチンの接種の実施に関する共通事項
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(ア )医療機関における接種の実施
○ 接種時間等

> 医療機関においては、一般の来院患者と動線の分離を行うか、一般の診療時間と
接種の時間を別にすることなどにより、接種対象者の感染リスクの軽減を図る。

○ 対象者の確認

> 接種時には、対象者が先行接種対象者又は優先接種対象者に該当することを確認
することとし、原則、都道府県が優先接種対象者ごとに定めた接種開始時期より

前には、当該優先接種対象者以外への接種は行わない。

○ 予診 ′

> 予診票を配布して、被接種者に記入を求める。予診票は回収し、適切に管理・保
管する (接種実施後 5年間)。
> 接種に当たり、予防接種を受けることが適当でない者又は予防接種の判断を行う
に際して注意を要する者に該当するか否かを確認する (以下「予診」という。)。

○ 副反応等に関する説明                           ヽ

> ワクチンの効果や限界、リスク、製品の特性、通常起こりうる副反応及び希に生
じる冨l反応並びに健康被害救済制度について、適切|な情報提供を行う。

○ 接種意思の確認

> 本人又は保護者の意思を確認できない場合は接種してはならない。
> 未成年であつても、一定の年齢に達した者に対する接種については、保護者の書
面での同意があり、予診票により予診に必要な情報が十分に得られた場合には、

接種が可能である。

○ 接種時の注意

> 接種に当たつては、下般の患者と分離するなど、接種対象者が他の患者から感染
を受けることのないよう配慮する。

> 従事者の衛生、接種液の確認、接種液の適切な保管・保存、接種機器の滅菌等を
行う。また、予防接種直後の副反応の発生等に対応するための必要な医薬品・医

療機器等を備える。

> 接種回数については、定められた用法・用量により行う。
> 接種後の異常反応や体調変化がある場合は、速やかに医師の診察を受けるよう、
被接種者又は保護者に指導する。

○ 予防接種後の措置

> 予防接種済証を交付するほか、母子健康手帳に係る乳幼児については接種につい
て記録する。また、1回目の接種の際には、記録を 2回目の接種時に持参するよ
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う説明する。

(イ )医療機関以外における接種の実施
○ 医療機関以外における接種 (自治体が自ら実施する場合と、医療機関が別の会場を設

ける場合を含む。)は、通常の医療提供の場とは異なる場所で実施されることから、
円滑かつ安全な実施に支障がないよう、周到な準備が必要である。

○ 実施に当たっては、関係機関と協議の上、接種対象者数、接種場所、接種日時等につ

いての実施計画を策定する。

○ 冷蔵庫等接種液の貯蔵設備、接種機器のほか、副反応が起こった際に応急処置ができ
る救急処置物品、医療機関への搬送のための手段を確保することが必要である。

○ 特に、集団的な接種を行う際には、接種対象者数に応じた適切な待合室や接種場所等
の設備が必要であるほか、円滑に接種が実施できるよう動線を計画し、掲示等による

案内を行う。
ヽ

○ 予防接種の実施には、予診を行う医師、接種を行う医師、これを補助する看護師、保

健師及び事務担当者が必要であり、実施に遺漏がないよう、これらの従事者が行う業
務の範囲を明:確にする。

○ 接種前には予診を適切に実施するほか、予診を行う際に、予防接種を受けることが適
当でない状態等の注意事項を掲示‐配布し、被接種者の健康状態・既往症等の申出を
促すなど、予防接種を受けることが適当でない状態:の者の発見に努める。

○ 接種終了後は、被接種者の身体を落ち着かせ、医師等が症状を観察できるよう、被接
種者を一定時間接種場所にとどまらせるなど、接種の安全を確保する。

(ウ )安全性の確保
○ 接種に用いるワクチンは、新型ィンフルエンザに対して初めて製造され、一定のデー

タの確認に基づき短期間に承認されるものであり、接種の実施と並行して更に安全性
や有効性についての情報収集口分析を進め、安全性や有効性の確保を図るとともに、
医療関係者・国民への情報提供を実施する。

○ 被接種者数の把握については、医療機関・接種会場からの報告に基づき、各実施主体
が一定間隔ごとに被接種者数を集計し、(市町村が実施主体である場合は都道府県を
通じ)厚生労働省に報告し、厚生労働省が集計する。

○ 副反応報告については、「(5)ウ。安全性の確保について」に記載する。
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○

○ 予防接種に伴い生じた健康被害の救済については、予防接種法に基づいて実施する。
制度について、被接種者、特に予防接種に伴う健康被害が疑われる者について、医療
機関や市町村が周知を行う。

(6)その他

ア.ワクチンの接種回数について
○ プレバンデミッタワクチンについては、原則として、2回接種とし、1回 目の接種の
後、3週間間隔をおいて 2回 目の接種を実施する。

○ パンデミックワクチンについては、
｀
原則として、2回接種とする。

ただし、プレパンデミックワクチンを2回接種した者については、接種者について実
施した有効性に関する評価を踏まえた上で、パンデミックワクチンの接種の必要性に
ついて検討することとし、プレバンデミックワクチンが有効であり、パンデミックワ
クチンの追加接種の必要性がないことが期待される場合には、既にプレパンデミック
ワクチンを接種している者はパンデミックワクチンの対象から外れる場合も考えら
れ、その判断|よ、本専門家会議の専Fl家の意見等を踏まえ厚生労働省が行う (プレパ
ンデミックワクチンの有効性がない又は不明である場合には、パンデミックワケ手多
の対象とする。)。

プレバンデミックワクチンを2回接種した者に対し、バンデミックワクチンの接種が
必要と判断された場合には、交差免疫性がある場合、バンデミックワクチンの接種は
1回で効果を有する場合もあることから、更に、接種回数についても検討することと
し、本専門家会議の専門家の意見等を踏まえ、1回で効果を有するとの知見がバンデ
ミックワクチン接種開始前に得られた場合にはt厚生労働省の判断により、1回接種
とする。

○ パンデミックワクチンについては、年齢等により、1回接種で効果を有するかについ
ての評価を行い、接種回数について検討することとしt本専門家会議の専門家の意見
等を踏まえ、効果があれば、厚生労働省の判断により、1回接種とする。

イ.有効性に関する調査について
○ 新型インフルエンザワクチンは、初めて大規模に接種が行われることとなることから、
接種と並行して迅速に有効性に関する情報を収集し、継続的に接種の継続の可否を判
断するとともに、有効性に関する情報を国民に提供することが必要である。このため、
厚生労働省は、プレバンデミックワクチン及びバンデミックワクチンの接種に当たっ
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○

○

ては、国内外の情報を収集して、科学的な根拠に基づき、有効性の評価を行う。

ウイルスの亜型の情報、プレバンデミックワクチン既接種者の保存血清と発生したウ
イルス株を用いた交差免疫性の調査の結果等に基づき、発生した新型インフルエシザ
の抗原性を評価した上で、厚生労働省は、プレバンデミックワクチンの接種に使用す
るワクチンを決定する。

プレバンデミックワクチン及びバンデミックワクチジの接種に当たって、厚生労働省
は、先行接種対象者の所属事業者や接種実施主体の協力を得て、ワクチン接種者の一

部についてt同意を得た上でワクチン接種前後に血液検査を行い、ウイルス株に対す
る抗体価を測定し、以下に示すワクチンの有効性を評価・確認する (調査の対象は、
普遍性を担保するため、幅広い年齢層とするとともに、限定した地域から選出しない

ように留意する。)。

① プレパンデミックワクチン接種後

> プレパンデミックワクチン接種の効果及びプレバンデごックワクチン接種
者に対するパンデミックワクチン接種の必要性について

② パンデミックワクチン1回接種後

> バンデミックワクチン2回目接種の必要性について
③ パンデミックワクチン2回接種後
> バンデミックワクチン接種の効果について  '

○ 過去に流行したものと抗原性の近いウイルスが流行した場合には、年齢層によっては、
1回接種で効果を発揮する場合もあることから、厚生労働省は、1回接種で効果を有
するかどうかについても、早期に検討を行うこととする。

○ 厚生労働省は、新型インフルエンザの発症防止・重症化防止への効果の確認のため、
プレパンデミックワクチンを臨床研究のために事前に接種した者、発生後にプレバン
デミックワクチンを接種した者、パンデミックワクチンを接種した者、何らかの事情
でバンデミックワクチンを接種しなかった者等の発症や重症化の状況を調査する研
究等を実施し、流行後に評価を行う。

ウ.安全性の確保について

(ア )副反応報告

○ 新型インフルエンザワクチンは、初めて大規模に接種が行われることとなることから、
接種と並行して澤速に副反応に関する情報を収集し、継続的に接種の継続の可否を判
断するとともに、安全性に関する情報を国民に提供することが必要である。

○ 予防接種の実施主体は、あらかじめ新型インフルエンザ予防接種後副反応報告書報告
基準を管内の接種医療機関に配布し、医師が新型インフルエンザの予防接種後の副反
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応を診断した場合に、直ちに厚生労働省へ直接報告するよう協力を求める。医療機関
等 (予防接種を実施した以外の医療機関を含む。)は、基準に該当する予防接種後の
副反応を診断した場合、報告様式を用い、速やかに厚生労働省に報告する (当該報告
は、予防接種法に基づく接種としての報告と、薬事法第 77条 4の 2第 2項の報告を
兼ねたものであり、医療機関等は、当該報告のみを行うことで足りる。)。

○ 厚生労働省は、副反応報告を受けて、評価を実施する。評価に当たっては、ヮクチン

接種との関連性や接種規模を踏まえて、因果関係や発生状況等について薬事・食品衛
生審議会医薬品等安全対策部会安全対策調査会の専門家による評価等を行い、迅速な

安全対策を講じることとする。評価に当たつて、厚生労働省は、医療機関等の協力を

得て、必要な調査を実施する。

○ 厚生労働省は、安全対策のため、副反応報告を新型インフルエンザワクチンの製造販

売業者等に対し情報提供することがあるので、医療機関は、薬事法 77条の 3第 1項
に基づき、製造販売業者等から,副反応等に関する情報収集の協力依頼がなされた際に

は、同条第2項に基づき、製造販売業者の当該情報収集への協力に努める。

(イ )接種者数の把握
〇 副反応の頻度を把握するためには、接種者数の迅速な把握が不可欠であることから、

各実施主体は、定期的に、接種者数を取りまとめた上、直接、又は、実施主体が市町

村である場合には都道府県を通じて、厚生労働省に報告する:。

○ 厚生労働省は、このほか、ワクチン販売i業者及び製造販売業者からの出荷本数につい

ても情報収集を行う。

○ 厚生労働省は、定期的に接種者数を取りまとめて公表する。

(ウ )健康被害救済
○ 接種対象者が、予防接種法に基づいて予防接種を受け、健康被害が生じた場合、その

健康被害の状況に応じて、市町村が給付を行う。

○ 国家公務員の一部に対し国が実施主体となった場合や居住地以外の自治体が実施主

体となつた場合で、接種した場所が居住地以外であったとしても、健康被害救済の実

施主体は、予防接種法第 11条第 1項に基づき、健康被害を受けた者が接種時に居住
していた市町村とする。

-71-
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:             (今 後の検討課題)

本意見書の検討を行つた際に、新型インフルエンザの発生時にワクチンを迅速かつ円滑に接種す

るため、以下のような課題が提起された。             (

ア.接種順位等について
○ プレパンデミックワクチン及びバンデミックワクチン接種における先行接種対象者の具体的
な範囲については、別に検討し、事前に決定すべきである:

〇 パンデミックワクチンについては、先行接種対象者以外の対象者について、接種の優先順位
の考え方を示したが、今後、国は、国民的な議論を踏まえて、優先順位の考え方や決定方法

等を事前に決定してお<べきである。

イ。ワクチンの供給体制について

〇 厚生労働省|ま、被接種者が予約をする窓□を一本化する等、不要な在庫を発生させないため
の流通上の工夫について、更に検討し、あらかじめ示すべきである。

○ 厚生労働省は、各接種会場にワクチンが平等に供給されるための方策を検討し、あらかじめ
示すべきである。

ウ。ワクチンの接種体制|こついて

〇 本意見書においては、現行法制を前提とした接種の実施主体の例を示したが、市町村等を実
施主体としてワクチン接種を実施することにょり、以下のように円滑な実施が不可能又は事

務手続き等が煩雑で運用が困難である場合には、国は、円滑な接種が可能となるよう、実施
主体や接種体制のあり方について、法改正も含めた抜本的な検討を行うべきである。
> 居住する市町村外でバンデミックワクチンを接種する必要がある場合に、煩雑な事務手
続きを伴う可能性がある。

> 市町村等を実施主体とした場合、接種費用や接種方法などが統一されないことから、国
民への接種の周知及び接種の実施等が円滑に実施できない可能性がある。

○ 国は、国の費用負担を増やす等、費用負担に係る事項について、検討するべきである。

○ 厚生労働省は、緊急的な接種の実施に当たり、安全性にも配慮しつつ、平時よりも迅速にワ
クチンの接種を実施できるよう、集団的接種体制の構築に必要な事項 (接種に係る医療従事

者、予診の方法、保護者の同伴が必要な年齢、安全性の確保等)についての基準を検討し、
事前に定めておくべきである。

○ 速やかに全国民に接種するためには、学校における集団的接種の実施が不可欠であると考え
られることから、国は、学校において集団的接種を実施できるように具体的に検討するべき  ,

-72‐
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である。

○ ワクチン接種を円滑に実施するために、国、都道府県、市町村及び各関係機関が協力して、
予行演習を実施してお<べきである。

工.プレパンデミックワクチンの接種について
〇 プレパンデミックワクチンの接種は、新型インフリレエンザ発生後から、接種対象者全員が2
回の接種を終えるまでに4か月程度を要することが予想され、流行の第一波に間に合わない
可能性があるためt国は、発生前又は発生後できる限り早期にプレバンデミックワクチンの
接種を行うことについて検討し、方針を事前に定めるべきである。

〇 事前製剤化したプレパンデミックワクチンの接種については、水際対策に従事する者、帰国
者 :接触者外来や感染症指定医療機関等に従事する医療従事者等、感染リスクの高い初動対
応者を対象とすることが考えられるが、その具体的な接種対象者の範囲や、接種の方法等に
ついて、国は、具体的に検討し、決定しておくべきである。

オ.プレパンデミックワクチンの事前接種について      
〕

〇 プレバンデミックワクチンの有効性 ‐安全性に関する臨床研究等を実施し、得られた結果の
評価等に基づき、発生時に即時に第一線で対応する医療従事者及び社会機能の維持に関わる
者に対し、プレバンデミックワクチンを新型インフリレエンザの未発生期の段階で事前接種す
ることについて、国|ま、検討し、方針を定めるべきである。

○ さらに、安全性等の評価を踏まえ、プレパンデミックワクチンの事前接種を段階的に拡大し
ていくことについても検討するべきである。

力。その他

〇 政府対策本部及び厚生労働省等の新型インフルエンザ対策に係る権限を明確にし、発生時に
迅速に対応できるようにすべきである。

○ 各関係機関は、新型インフルエンプ対策の実施に当たり、当該関係機関が関与する対策の実

施における判断の方法、責任者及び具体的な手‖贋等をあらかじめ定めておくべきである。

〇 東日本大震災により被災した自治体やその住民については、ワクチンの接種体制の構築が困
難であることから、国は、その対応を検討するべきである。

‐73‐
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新型インフルエンザワクチンの出荷量・医療機関納入数量・接種者数の推移と
インフルエンザ (季節性口新型)流行分
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真世三生 」

都道府県で実施した不要在庫を減らすための工夫
及び在庫の発生要因の考察に関する調査結果

平成 21～ 22年の新型インフルエンザ (_4/HlNl)ワ クチン接種時における
各都道府県の対応状況について、本年 4～ 5月 に結核感染症課から各都道府県
に照会 し、 32都 道府県から回答を得た。本資料は、その回答結果に基づき、
結核感染症課にて取 りまとめたものである。なお、都道府県の回答には、担当

者個人の見解も含まれている。

【都道府県への照会事項】

・医療Jlt関及び流通業者における不要在庫を減らすための工夫の内容
。医療機関に在庫が発生した要因についての考察結果

・報告書等の公表資料

1.医療機関及び流通業者における不要在庫を減 らすための工

○国からのワクチン配布の都度、医療機関に配布希望数の調査を行い、必要

量をきめ細かに供給した。

○医療機関からの発注量に上限値を設定した。

○人口比で医療圏の配分枠を算定し、地域偏在を回避した。

○返品不可である旨を、ワクチン配分の度ごとに医療機関に周知した。

○医療機関において計画的な接種を実施できるよう、今後の国のワクチン配

分の見通し等に関する情報提供を行つた。

01医療機関に 1つの卸売販売業者を決定した。

01mLバ イアルは小規模医療機関及び小児科に優先配分し、 10mLバ イ
アルは大規模医療機関及び集団接種に供給するなど、供給バイアルの調整

をした。

○厚生労働省からの事務連絡 (平成 22年 2月 8日 )に基づき、希望する医
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療機関に対 して、 10mLバ イアル製剤とlmLバ イアル製剤の交換に応
じた。

○厚生労働省からの事務連絡 (平成 22年 2月 8日 )を周知 し、医療機関の
間での交換 。融通を可能にした。

○集団的接種を実施することにより、 10mLバ イアルの効率的な使用に努
めた。

○医療機関に代わって市町村が予約を受け付け、重複予約を回避 した。

Oワ クチンが十分供給されるようになった平成 22年 1月 下旬以降は、都道
府県による流通管理か ら市場流通に切 り替え、卸業者が医療機関の発注に

迅速に対応できるようにようにした。

2.医療機関に在庫が発生 した原因の考

○接種開始後に、接種回数が 2回から1回に変更された。

○国が全国一律の優先接種順位を定めたために、地域での流行状況に応じた

ワクチン供給ができず、需要と供給のバランスが崩れた。

①流行のピークを越えてからワクチンが供給されたため、当初の想定よりも

被接種者が増えず、結果的に在庫となった。

○医療機関に対する希望数調査を実施 してから、実際に納入できるまでに時

間を要 したため、需要の急激な減少に対応できなかった。

○接種対象者が複数の医療機関に予約 したために、接種後に他の医療機関の

予約がキャンセルされる事例があった。

○予約後に罹患したために、予約がキャンセルされる事例があった。

O接種期間半ばで患者数が急減 し、需要そのものが減少 した。

○初期段階では予約が殺到していたため、需要を見越して多めに発注する医
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療機関があった。

○使い勝手の悪い 10mLバ イアルが使用されずに、不要在庫 となつた。

○季節性インフルエンザでは余剰分のワクチンを返品できるという商習慣が

影響 したのではないか。

-3-



1,

HlNlワ、クチン流通にかかる地方自治体の経験

県衛生行政部局の役割

千葉県 健康福祉部 井上 肇

千葉県へ配分されたワクチンについて、卸 → 各医療機関への

配分量の決定

2.県衛生行政部局における具体的対応

医療機関への卸業者を各 1社に限定(作業効率。迅速性の観点)

数次の供給毎に各医療機関の必要量調査を実施し配分決定

> 医療機関の規模 ‐診療科をもとに県としての配分基準策定
◇ 異なる容量のバイアルが存在するので容量毎に基準策定

>各 医療機関からの増配要請(不足・不公平に対する苦情)対応

3.次回に向けての課題

● 初期(供給不足)→中期(適正需給バランス)→ 後期(供給過剰)
と推移する過程で、供給過剰の時期。程度をより的確に予想し、
医療現場での未使用在庫を少なくすることは、可能ではないか

>内 部では過剰供給兆候 (流行減退、接種意欲減少)を認識。
しかし、医療機関への注意喚起を十分に行わなかった。
◇ 供給不足・不公平への苦情を受け続けていたので、供給
過剰に対する注意喚起に躊躇あり。



資料ヨ
特別寄稿/湖水端医療談義

新型インフルエンザの

振 リ

橋爪 誠 岡谷市介護福祉課長

岡谷市医師会の皆様方には、日ごろから岡谷市民の健康増進や保健予防、予防接種、そして介護予防、

介護認定など4_R々 な事業に、こ理解とご支援、ご協力をいただき、心から感謝申し上げます。特に予防

接種については、集団接種、個別接種とも、大過なく実施できておりますことは、先生方のご協力の賜

物と思つております。御礼申し上げます。

予防接種といえば、2年前に現れた新型インフルエンザ (A/HlNl)は、まだ記憶に新しいところかと…。
H22-23シ ーズンも流行したし…。でも、季節型と変わらないし、今吏新型インフルでもないのでは、
という方もおられるのではと思いますが、次に備スて、記憶のあるうちに再確認をということで、ちょっ

とお付き合いいただければありがたいと思います。

本稿ではワクチン集団接種実施について、行政の立場、裏方はどうであったか、当時を振り返つてみ

たいと思います。なお、医療面では岡谷市医師会報第 133号 (平成 22年 7月 1日発行)の特集で、山
田先生、小野先生と諏訪保健福祉事務所 ′Jヽ松所長さんの記事に詳しいので、是非再読いただければ幸

いです。

感染に限|し 、長野りltからの情1lιまなかなかもら
感染拡大

えませんでした。発イli市町村には伝えるが、近隣

当時をおさ弓いしてみますと、平成 21年 (2009  には連絡しないということで、情f腱提供に不満が
年)4月 、メキシヨで流行が確認され、瞬く間に  残りました。
世:界中に感染を拡大した1ぶ山来の新

'1リ

インフルエ   こうした状況を路まえて、 10月 にllrl谷 市医1)「
ンザ (A/HiNl)は 、5月 9日に日本での国内感   会からワクチンの集団接種の提言をいただきまし
染が初めて確認され、長ljlr県内では 6月 13日に  た。ワクチン接lflの厚41労働省の方針は 国と契
飯Hl市で、8月 11日 に岡谷市内での感染が確認  約した医療機lllが、実施医療機lyJと してllll別接11
されましたc                  する。」というもので、集団接欄の考え方は含ま

18  JOurmal`,「 Okaya MOd“ ュl Associatio1l N(,137
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れていませんでしたぃこ′1を どうクリアしていく

かが、最初のハードルでした。

医r,「会提言を受け、庁内や岡谷病院とも協議し、

今丼市長や塚田病院事業管理者 (当時)の決裁を
受け、 1歳り1(1歳 未満児の保護者を含む。)か
ら高校生を対象者として、市立li/1谷病院が実施医

療機供1となり、医PIlli会の先
ノ
L方は岡谷病1院のパー

ト医師として参 lll iいただき、健康推進課は 1拝務方

として対応することになりました。そして実施に

向け、医師会、岡谷病院、健康推進課で何度も協

議を重ね、ム1善の方法を検討しました。

接種会場をどこに

いざ集卜Jl接租をするとなると、どこが会場とし

て適当であるか。これが大きなPl題でした。保ltLI

センター、市役′折9階の大会議室、岡谷病院講堂、
カノラホール、テクノプラザ、イルフプラザ、諏

訪湖ハイツ等が候‖‖として挙がりましたが、il象

者が多く、広い会場でないとうまく沼iれがつくれ

ないことから、いずれも1'に短し欅に長しでどう

しようかと悩みました。

しかし、良い場所がありました「ララ岡谷 |です。

期(前で、りL車 4/1もあり、2階のフ「」アが丸々空い

ていて、広くて使える会場でした。ここは、ご存

知1のように商業施設が入った建物で商業剤1合があ

ります(,1券手に使うわけにはいかないので、 市商
業側:光課と協議し、商業組合におFrlい し、快く∫

′

解をいただいて使チ||が●∫能となりました.ま た、

:「

・
1 
‐ ‐
=|l i lll

2●                ゝ1 loo

接種会場レイアウトの図面

消防法の許可も必要であり、建物の14■i図に保17d

師による会場レイアウトを示した図面を添付して

消防署に中計し、現場検証を経て使りll許可を受け

ました。

会場づくり

会場は「2階エレベータ前→受付→体濡i計測θ)

待合や1円診表記人場所→『11診票確認→母 ri「帳確

認→料金収納→予診→中受付→接不亜→済il発行→

接ft「後の休憩所→エレベータ前へ」というルー ト

を設定し、ビニールテープでル=卜 を|え画し、順

番待ちのところは立待ちのディズニ‐ランドの方

式で実施しましたり接租者の流れはうまくいき、

大きな混舌しはありませんでした。

接種の案内

案内通角Iは、乳幼児は健診時に、保育囲・小中

学校は、保台‖1・ 小中学校経由で案内をすること

を教育委員会の r解のもと、それぞれのま妾11区分

に合わせてお知らせを配布しました。また、お知|

らせチラシを、1妾「 [区分毎に、接種可能になった

時に、区を通して市内約 1万 7千世帯に全戸配布

しました。いずイlも岡谷llAI院やl■l康 1推進課の職11

が印刷し、枚数分けして111け ましたので、作業は

かなりσ)手‖りと1時‖llがか/oヽ りました。

申し込みと受付

受付事務も大変でした。対象者は約 1万人で、

中込受付をどうするか みんなで悩みま

した。

中込みは往復はがきに限定して受け付

けることとし、電話、窓日では・ 切受付

しませんでした。また、ワクチンがどの

程度確保できるか、当初は不明であつた

ため、希望者多数の場合は抽選とし、高:

り1を しました。lL復はがき代は自己ft押

_ でしたが、こオ1については特にまキ情はあ
りませんでした。結果的には、長野県が

集剛接Frlに 配意していただいたこと等に

より、ワクチンは充足しましたので、ど

の区分も抽選にはならず、ホッとしたこ

とを覚えています。受付後は、受付者を
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湖水端医療談義 新型インフルエンザのワクチン集団接種を振り返つて

接 11実施の日‖,([L、 り分:ナ 、これをリスト|ヒ ヒ́、

1卜彼はがきの 11う )|二 1去 11lllキの案内を印哺りして、

言亥当者 :こ II"送 しました.

実は通御|:よかさo)郵込にもトラブルがあり、Fl l

イ史局がお詫びσ)を 11さをりることがありましたか、

何とか切り|々ιすることかできました。

いざ集団接種

接inスヶシュールはfttlull「が、|てました。集卜
"接神は11‖″‖̀

trllと
し、11か らのlX 4)ご と″)接鵞n

"‖

女御|キルlや接利回数により、平成2!年 12'113

日から|キ|な台し、11率ではi122243月 1411ま
‐ξυ)

予定でした.途中で,を inll陛等の変更があり、2

J12111が 11終 ||と なりまし′た.3か月にわたり
全 8回の実施で、延べ機種者数は2,975人 となリ

ました、最終|1以降は、;ι合わせの/Jは岡谷病ルヒ

で対応していまり

ワクチンは ,1ヽによりl`tカリtな っていて間li

いやJく 、供4台さイlるパイアルも1'端な|:1で使い

づljい もσ)‐〔したか、 l件の‖り,1いもありません
でした, イ:1011の竹さムに感!綺1です。また、集|・‖

l姜 intt187/でυり1栞護

“

力ヽらυ)‖ |‖ に々は、lll口 |チt′ li、

′
1ヽりF先生かil応していたたいたこともあり、受イ、1

や会lllも 含め大きなトラブルもなく11`卜終 rす る

ことができました

′卜'I´ 1交 5,(:11、  ||'「巧1lσ )女 F:こ
`よ

、 r・ 1,かり」

11:1ク (中

"υ

)|れま行誕

“"さ

ノし力■ついてθ)11応 とな[)よ

した、,やはりお年り1には女iを使わないといけない

ということであります

よく覚えているのが、ある保護者の母tllが
「
1

週‖‖iliに 1妾 rtllし たので、 2い 1日 をllち たし、,Jと

中し出て、接llTし てい‐,たことです。厚
ノ
|タチ働省

は2週‖1の‖1隔を推奨していましたので、接Itrlす

るのはかまわないが、こイ1で rti疫かっくのだろう

かと、ひとことながら心配したものです
`

振り返つてみると

Wi型 インソルエンザヘのキ1応は、llYll谷 市はド1谷

1丙ルtt,含め、11il(の
′
11命にrJFfliす るものとして危

機

'′

口

`口

Ⅶ lでは1んでよいりました,1/A師 会の先
′
11

なt,、 同様に魔L磯感をも・って11た っていただきま

した.係わ・,た 午て者υ)■tいがt tilIIHJで の 41111

と,J可 1妾 lfの実施、■lr、 と尋ぃたのだとttい ま

J

岡谷病院の市務担当者は、実施医療機1対として

の1'務を、レこ師会、趣無jfl進課と緊密に連絡をと

り11(1をす|っ てキ:応し、また、所:健

“

liも ―紺に考

え、役割を果たしてくオtま した。これも集|‖接輌

が成功した馴!山のひとつだと考えています。また、

こうした経験を通して、岡谷!ljttmi会、rd谷病院、

14谷
`|,の
li灯‖螂係が深ま ,た と感しています、

新型インフルエンザは

新′型インフルエンザ|ま 本イ「 4り ll llか l‐Jttmi

‖:に 移行し、名称も |イ ンフルエンザ (lllNl)

2()091と なりましたて
"″

生労llJlttYJl′ T!イ ン
~イ

ル

エンザ対策J`務ル|は、 ll本部が発|11した1lr・1迎絡

′)1ま とんどを廃 1卜 し、長]Ittυ )対策本 rlも角Ftt ιン、

同谷市の対策本部も解散ぃたしました,こ こに3

年にわたっての対策に lκりJl)がついたltがいた

しますぃ         '
しかし、今Ⅲlは 1ていなことに弱′,11の もので 1´

たか、想定は島山来の強み‖1のものでした。今後

必ず来るであろう強毒性の新型インフルエン|デヘ

の対応として、実施した集団接種は、バンデミッ

ク時の良いシュミレーションになつたと思いま

す,こ の経験を忘イtないよう(〔 しなくてはなりま

せんで

むすびに

)、 感染Ji',1策 としてθ)Л綺接11の イえ方か人

きく動いているように感しています。昨11の II本

脳炎予防接 llrlの 1与‖1、  ,・宮Firlがんや I"b及 び小

りこ||"‖ ;炎球ばiのワクチン接1は施と、11の政策か

急展1用 しています.そのたびに1こ場である,ljttj村

は対1きを迪らイ1、 医師会の皆様にごf ll解とご協力

をいただいておりますでこイtか lDの「J、 レイliツタlll

省の動きを注‖1していかなくてはならないと思つ

ていま→
‐

乳幼りこからの rど もへの予防接利|は、未,(に 11

かって、,「くrど もυ)育 lltのたノ,とでも尺切であ

ると思‐,ています 今子をとも岡谷11久師会の11様
υ)ご 支Jだ、ご協ノJを 1場 りたく、ょろしくお鷹iい中

し 11けま1‐

20  1メ
“
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聖隷浜松病院における
新型インフルエンザワクチンの

在庫管理について

平成24年 6月 4日 (月 )

聖隷浜松病院 薬剤部

-1-



ワクチン供給状況 当院の対応

10月 後半～ 医師、看護師等の接種開始

接種予定本数の報告

国産ワクチンの供給開始
1回 目納品

11月 患者と直接関わる職員の接種開始

新型インフルエンザ予約センター開設

国産ワクチン
2回 日、3回 目納品 優先接種対象者投与開始

¬)平成21年 11月 9日 (月 )
妊婦 (保存剤添加のワクチン)
基礎疾患を有する方のうち1歳から小学校3年生に相当する年齢の方
基礎疾患を有する方のうち入院患者など重症者
(2)平成21年¬1月 16日 (月 )
妊婦 (保存剤無添加のワクチン)
上記 1(鋤 2及び3以外の基礎疾患を有する方※
幼児(1歳から未就学児まで)※

12月 国産ワクチン
4回 日、5回 目納品

当院職員全般に接種開始
(当初から接種を予定)

-2-



1月

ワクチン供給状況

国産ワクチン

6回 目納品
7回 日以降の納品は辞退

当院の対応

2月 新型インフルエンザ予約センター終了

学生アルバイト、事業団内職員、
委託職員に接種
(当初から接種を予定)

9月 国産ワクチン

返品

-3-



区分 項 目 内容 担当者(◎:責任者)【担当部署】

全

体

対策会腱
全体運用の検討・決定
行政・地域医療機関との折衝 (発熱外来・敦急等)

情報管理 行政からの通知等の管理・報告

広・IE業務 ポスター ホームページ プレスリリース等

職員への周知
(サイボウズ等)

全体褐示板

診瞭部

看肛都

医療技術 事務課長会

事務日当直者 (派遣 アルバイトを含む)

診療運用の検討 最優先患者か否かの確認

■肛運用の検討

対応スタッフの決定

(部門男1シフトの作成)

診療部

看讀部

薬剤 BF

検査部

事務 Bll

シフト表の配布 全体版

予

約

セ

ン

タ

ー

心電図室整備 机・椅子・電話回線 筆

臥N整備 参照用端末・槙合機般世

案内表示 ホームベージ・ポスター

予約:己腋用紙 ID患者氏名 主科

電話のマヽ アル作成

封筒・送付文章・住所のうちだし 最優先ではない患者を対彙

作成リストの配布・回収 診燎部長宛にメールボックス→医平行きの棚に

ワ
ク

チ
シ
外

来

備品整備 器具類(パーテーション,机・綺子など)の鯛連

LAN整 備 参照用端末・板合欄設置

受付運用

来院―外来

外来―接11までの運用

ワクチン外来内

l去種一会
・
l

処方業務
1薬
品管理 運用検討

書類(問診票等)

間診票・接精済III・ 副反応説明書・

処方箋(手書き)

処方箋事後入力

ワクチン機種 看順部

11用シュミレーション
人件贅

備品整備
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、    ★新型インフルエンザワクチン接租 (外来患者)のフローチャー ト (案 )

①問い合わせ

患者

新型インフルエンザフタチン専用予約センター

【場所】集団指導室前の心電図室 【受付時間】9時～ 15時 (月 ～金) 【人員】電話を受ける人 3名  `E話を掛ける人 2名
【準lll l専用電話回線、端末各3台とプリンター1台  【告知】ホームページ及び院内ポスター
【業務】I 問い合わせの電話が入ったら、氏名 ID 主科 (分かれば主治医も )を硫認する。端末で忠者をrlI認 して思者情報を

プリントアウトする。対象者であるか否か主治医にm認が出本次第、電話か郵送で連絡する旨を伝える。その除に7じ話
番号・住所も砧認する。ただし、明ら力ヽこ当院かかりつけ心者でないと判断できる場合は、当院では接nflできないこと

を伝える。

■ 15時以降に 1自 分の問い合わせ忠者リストを作成し各診泰科へ渡す。複数の診療科に受診している場合はそれぞれの
診療科にFll認をする。リストの控えを取っておく。

lll 主治医のlit認が取れたら結果を忠者へ連絡する。

→対象者の場合 :イL話を掛け予約を取る。

予約センターli在暉mlよ用のリストを元に予約を取る。 1自 分の予約リストを外来匡1,課へ ll■す。外来医111■は科ソ|
の予約枠へ入力する。

→対象者でない場合 :今回の対象者ではない旨の案内文を邸送する。 15時以降にJll送作業を行う。
【検討事項】・かかりつけ思者の定織をどうするか。 l lr終受診歴で区切ることが可r虐か。

・‖]い合わせ思者リス トをどこへ提出しどのように回収するか。

・心者別で1用い合わせ忠者リストのllL出 先や回収状況野がわかるようなシステムはできるか。

対 rrtと ならなかった心者からの問い合わせの対応。対応マニュアルが必要。

・予約センターの人員を誰にするか。

②対象患者か否か柿認

各診 療 科①対象者か否か連絡
③対象忠者か否か返答

⑤
予
約
日
に
来
院

定り朝受診llt者

定Ju受診の際に医 lITが対象者と判僣iした場合は、各科外来より予約センタ

■′ヽ連絡をして予約を取り:予約 日に再来院 して接lJlをする。ただし、緊
急性がある場合のみ当日接 flJlを行 う。

″i型インフルエンザワクチン外来

【場所l救急外来連絡通路

【時間l要検討 (lll日  時間を限定する?)
I人 員】J`務 1名  看政膚F数名
【業務】

患者にワクチン接11を行う。接価後、予診票、接Tll済証、注射

処方箋へ必要事項の記入及び押印をする。忠者に接力1済証、注

射処方箋、基本カードを波し会計へ案内する。

※小児科は小児科外来で接租する。

※産利は保存剤11添加製剤の入荷後に産科外来で接種する。

各科外来

《看護rlT》 思者に予診票を記入してもらう。医師の診察後、当日接ね[が決

定したら患者に接flJl済証を記入してもらい子診票 注射処方箋
基本カー ドと一緒に各科サテライ トヘ提出するように案内する。

《医師》担当医は診察を行い、当日接租可lltであれば予診票にサインし、

新型インフルエンザフクチン用の手IIき 注射処方箋を記入する。

《サテ》診察終了後lr務処理をして患者に接和1済証 予診票・注射処方隻
を波し、新型インフルエンザワクチン外来へ案内する。

科外来にて診察 ⑦会計ヘ

会計 (中央ナテライ ト)

【業務】

会計入力を行い、接佃済

証を患者に渡す。外来医

lF訓[にて注射オーダーの

JF後入力をする。
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予約センターシステム

露基殷
」カナ氏名よLJ予約1犬況を

医師確認票の結果を入力します。

電話連絡の結果を入力します。

鼈 群 翻『 脂 甲
票型

子P文
郵送用のダロ名ラベリレを〔口昴」しま

最優先連絡用のリストを印刷します。

優先連絡用の|リストを印刷します。

男顧発部鮨 了
たら刊叡こ関すり

確認結果入力

お知らせ結果入力

票ロリスト印刷

名ラベル印刷

最優先リスト印刷

優先リスト印刷

予約情報印刷

-6-



―この色の日がワクチン外来が

あった日で、ワクテン外来で接
種した数です。        .
「中学生及び高校生の年齢該当
者」については、小児科外来で
接種した方も含まれています。

-7-



握巴
キ

ｆの日一里数口＝
納日定予口＝

納②

①予定数量、実施数量、在庫数量の把握

③予約センター、ワクチン外来の開設

④近隣のワクチン在庫数の把握



①納品予定日、納品数量が直前にならな
いとわからなかった。`

2週間ぐらい先までの予定を知りたかった。

②返品が不可なので、他の施設で必
要とされても回せなかった。

③予約の重複で来院されない患者が
い i‐ 。

-9-



①他施設の在庫がわかる仕組み

②供給センター(地区ごと)にて必要本数
のみ毎日供給できる仕組み

③接種医療機関の限定(人員、スペース
の確保が難しい)

-10-



参考資料

都道府県における新型インフルエンザ

対策に関する報告書 (抜粋)

-1-



宮城県「新型インフルエンザ (A/Hl Nl)対策経過報告書」より抜粋

2-(3)―① ―ニ ワクチン配分

■iワクチン配分は,受託医療機関の要望数 (接種対象者数)を把握 (要望数の絶握 13由実施)した
上で,接種スクジュニルに併せ配分を行つたが,国から供給されるワクチン基が,1当初限られてたこ
とから,受託医療機関の必要数を順次満たしていく方法により配分するとともに,配分情報について
は,随時マスコミに情報提供し,広く県民に周知した。           「      ■

ロワクチン配分状況

1回 目 2回 目 3回目 4回 目 5回 目 6・回目 7回 目 8回 目 9回 目
利用開始

時期
10/9 11/2 11/18 12/3 12/17 12/24 1/15 1/25 2月上旬

10m:

バイアル
8,023 15,066 30:762 26,712 45,144 31,410 65,178

lml

バイアル
11,972 7,350 27,546 37,292 58,662 537292 14,612 131,644 100,720

0 5ml

シリンジ「
0 0 41530 10,000 0 10,920 0 0 12,600:

合計

(回分)
20,0001 22,41β 62,838 74004 103,806 95,622 791790 1311644 113,129

累計

(回分)
20,000 42,416 105,254 179,258 288,064 378,686 458,478

〓
ン

ｒ

チケワ

:機種ぶ開■
l碁
書境茫
ナ轟 |三 :|:

|■ ■
=

:i l il:::1:

・, 1,「 1: ill
■■: キ:

‐基礎疾

患を有

する者.(最
優

先)

‐妊帰 :

:

|: ,

・基礎疾患
を有す
る者 (最

優卜 そ
の他の

中学3年

生まで〕

・妊婦 (保
存剤を
含キな
いワク~チ
ンを

希望す
る者)
,  :  ti

』“̈
・妊婦

■
1・嵐～
′̈

就学前 :

.1豪 :■
3´F生 ■

t 
′
 '

/1ぜ姜4-
0年二

1歳未満
児の保 r

護者警

・中学生 ‐

高校生:
|(年内は1
各 3年生〉ざ

`‐
: :   ::

三高齢者〈65

歳以上)

II=:

'左記以外
の者 :Ⅲ .

l il∴ :

(11:l

希量若全:

員対象

32
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日受託医療機関及び卸業者へのワクチン在庫量調査 (国の事務連絡により実施)
第 1回 平成 22年 1月 12日現在                ■
第2回 平成 22年 2月 12日 現在             ′
'第 3回 平成 22年 3月末現在
第4回 平成 22年 4月末現在

J

■受託医療機関が保有するlQmlバイアルとlmlバイアルの交換    ¨
022.2月 :国の事務連絡により実施)
。交  換  本  数   10m1 455本  ~
・交換希望受託医療機関数   48ヵ 所

■受託医療機関間のフクチン融通に関する事務連絡が国からあったが,フクチンが充分ある時期でも

あり実際行われなかった。

■卸業者のフクチン在庫の引き上げ (H22.3月 :国の事務連絡により実施)

≒■受託医療機関のフクチン引き上げ (H22.

」「111:繁糞蹂蒻託〒電T野ァ見
3

-1  ・       ・   l IIl・ 1バイアル
1  0。 5mlシ リンジ

8月 :

Oヵフ7-
5

14, 7
3, 3

-3-



福島県「平成 21年度新型インフルエンザ対策に関する対応の経緯と検証結果」

(平成 22年 9月:30日 )よ り抜粋

ェ フクチン接種の予約制について
フクチン接種の受話医療機関においては、インフルエンザ患者も多数通院して

いることが想定されたことから、優先接種対象者等の感染リスクを防止する処置

を講ずるため、当初、接種を行 う場合は予約制とし、フクチン接種を行う時間と

諸疾患者の診療時間とを区分することとしていたが、ワクチン需要の状況などか

ら、健康な高齢者や健康成人への接種開始時期には、より早期に接種が受けられ

るよう予約開始とともに接種開始ができるようにした。

のワクチ こ

接種対象者 予約開始 接種開始

妊 婦 11月  9日 11月 16日

基礎疾患を有する方 (最優先) 11月  9日 11月  6日
※感輸 ら耐し

基礎藤3と有すittωl)41=士 F
墨岬 と言inttω世)上]暁 _
幼児 (1歳～就学前)

11月 11日 11月 16日
11月 16日 12月  1日
12月  ■日 12月  7日

小学低学年 (1～ 3年 ) 12月  1日 12月  7日

■歳沐満児●保露査____…
[[雄呻 piち卿躙

`壁

せよJをQ畦 _
小学高学年 (4～ 6年 )

12月 21日 1月  4日
12月 21日 1月  4日
12月 21日 1月  4日

史芋4」
`担
室 査壺彎の左__

■岬
=担
当inttΩ左__

健康な高齢者    ____

1月  6日 1月  8日
1月  6日 1月  8日
1月 25日 1月 25日

健康な成人 2月  1日 2月  1日

ォ フクチン供給等について
接種希望者に対し国からの供給量が不足したことや、製造工程 (l mLと 10
mL製剤の生産バランス)の都合から10 mLバイアル製剤が大量に納入された
ことなどから、医療機関等では住民からの接種希望に対して柔軟に応えることが

できなかつた。

O 本県の第 1回 (H21109) ～第 7回 (H211221)までのフクチン配分内訳
0 5 mLシ リンジ l mLバイアル 10 mLバイアル
21, 760回 分 (51%) 194,492回 分 (460°/Ol 206. 838回 分 (489%)

力 予定接種者数の把握について
当初配分から第 5回日までは、医療機関に対する基礎疾患を有する患者数の調

査結果を基に配分していたが、医療機関などからの要望を踏まえ、第 6回 目から

第 8回目までは、医療機関に対する供給希望調査 (3回 )に基づき配分を行つた。

供給希望調査では、納入予定時期を示すとともにワクチンの在庫状況、接種状況、

必要ワクチン量 (区分 :l mLバイアル、 10 mLバイアル、0.5シリンジ)
等の調査を行い、医療機関における在庫状況等を確認しながら、必要量を把握し、

ワクチンの配分を行った。

なお、第 9回 日以降は、フクチンの供給希望調査の結果と国からの供給予定状

況を踏まえ、いわゆる直接発注方式 (医療機関が薬品卸業者に発注する方式)に

よる配分を行つた。

-43‐
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茨城県「新型インフルエンザ (イ ンフルエンザ (HlNl)2009)対策報告書」 (平

成 23年 2月 21日 )よ り抜粋

11.ワクチン接種

10月 中旬から新型インフルエンザフクチンが供給され、10月 19日以降医療従事者から順

に接種が開始された。今回の新型インフルエンザ (イ ンフルエンザ (HlNl)2009)は、多

くの感染者が軽症のまま回復しており、抗インフルエンザウイルス薬の治療が有効であるな

ど、季節性インフルエンザと類似する点が多ぐ、病原性がそれはど高くないことから、予防

接種法に基づく臨時接種ではなく、国の予防接種事業として実施されることとなった。

通常、予防接種は「感染を抑える」あるいは「社会機能を維持する」といつた目的で実施

されることもあるが、インフルエンザワクチンは、一般的には感染拡大を抑えるというより

も、重症化防止、死亡数減少を主な目的として使用されている。従つて今回のプクチジ機種

は、新型インフルエンザの特徴等も踏まえ、「死亡者や重症者の発生をできる限り減らすこ

と」及び「そのために必要な医療を確保すること」の 2点を目的として実施されることにな

った。初期はワクチンの供給量が限られていたこともあり、国が定めた優先接種対象者 (重

症化リスクが高い者)とその接種順位に従つて接種が実施されたし

10月 から 12月 まではフタチンの需要に対して供給量が不足しており、各医療機関で診療

している基礎疾患患者数や前年度の三種混合ワクチン接種の実績、市町村がまとめた集団接

種計画などを勘案して、県が各医療機関に対するフクチン配布量を決定した。

県としては国の方針にできるだけ忠実に接種対象者の前倒しをしながらワクチン接種を進

めた。最初はフクチン供給が少ないため、ハイリスク者を優先していたが、1月 16日以降健

康成人も含めて全員に接種できることになった。

市町村においても各市郡医師会の協力を得て非常に短期間に準備が進められ、個別接種の

他に学校や保

健センター等

を会場とした

集団接種も 18

市町村で実施

された。接種

者数は全体で

46万人であつ

た。

接種率は県

民全体で 16%

と全国平均の

18%に比べて

やや低く、12

歳以下の小児

で 37%、 65歳

以上の高齢者

で 24%な ど、

17



ハイリスクグループにおいてもそれほど高いとは言えない数値であつた。

新型インフルエンザワクチン接種率
(茨城県:2010年 3月末まで)

/1‐ 12ril

中学・高蹴生

1歳未満児保護者

妊婦

65歳ロト

10～04歳で基礎疾患のある人

優先機嘔戯彙着計

優先轟以外計

疇

18
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(3)受話医療機関へのワクテン納入
県は、フクチンの適正な流通を図るため、受話医療機関における必要量の詳細な把握に努めるとと

紘鯛鶴役鮫喜鼻ろえryT,婚
のうえ、鶏医雅関ごとの線量を厳し、轟
ンの迅速かつ円滑な流通雄 保するため、県内卸充販売業者と定期的に情報交換を行い、連携強化を図つた。

薙麗鰤墓鍬錆冤盤lじ刃」慮議を離町淑鯨朝釜繁:L鷺黒貫欝難

栃木県「栃木県における新型インフルエンザ (A/HlNl)対策」(平成22年 10月 )

より抜粋

-103-
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第2部第6軍 新型ィンフルエンサ (A/HlNl)フ クチン

していたが、接種期間半ばの平成 21年 12月
~Fm以
降、息者数の減少に伴つて接種需要が急滅し、発

注量も大幅に減少した。     |
国産ワクチンの第 8回出荷までは国の配分によるもので、第 9回出荷以降は県が国に対して必要量を発注する方法に変更されたが、実際に発注を行つた?は第 10回の 6,009回分のみであった。

甲資料 2-6-12 本県への7クチン供給量及び受託医療機関への納入量

※平成 22年 2月 22日現在

■資料2-6-13 受話医療機関への納入量の調整

デ[|:ゝヲカi皇塁塁「彗貪程墓再ヒテ薔暑季警FEZlすこF菫羹笛集議菖百晋倉舷曇曇雪堀壇古興罪こ毛17えの方法により納入量を決定した。》

■ 納入数調整の原員」

鶉 轟鰤印:3    話覧理真:″入数を中整したロ
挙瀬 耀 鰯 麗 弊 TcP動

はヽ。 こ掲げる上限調整後の発激 である.また、優先輸 区分に応じ

~1_OF―



第 2部策0軍 新型インフル‐ンァ wttNDジシデジ

2 発注上限値の設定

卜曜鼈1:勇癬毅鮮Pi鑑麟畠尚鵡鍮
學:『討魃 聡鰤輔鶏慇E雪質蔵銭銭トォ讐

麹けるXO蛤を俯剛鷹対曖秘卜と
3 非調整枠の設定

‰ 葬 5至言竺 [諸
れた同様あ署貴菫L謹 愛l塩 鼻蹴 電 鑑 嵩慮鰹雀識 淵

例 :非朝睡砕がo～30回分、発注上限値が即0回分、納入調整率が50%の場合
=24回分発注の受託麟 機関 ‐ 24回分X100%=24回分 → 24回分納入。300回分発itの受託囃 関‐ 30自分文100%=30回分

170回分X50%=86回分
100回分X O%=o回分→ 115回分納入

＊
在
庄
状
況
報
告

瑠
総
識
報
詢
球
）

日資料 2-6-14 国産ワクチンの流通スキーム

①買い上げ

※0歳児については保護者に接極し、本人:|は原則機種しなl、

②
都
道
膚
県
別
配
分
量

一‥
‥
‥
Ｅ
‥
詠
鮮
颯
掬
Ｖ

・f

■資料卜←15 国産ワクチンの種類と接種可能数

額
機 種 可 能 数

備  考13歳以上 7`・ヽ 12リヨ乾 1-60
0.5mlシ リンジ 1回分 想定なし 想定なし 妊婦向け(防腐剤を含まなし,
1“′くイアル 2回分 3回分 4回分
10nlパイァル 18助 27口分 36回分

-105-
-9-



(5)ワクチンの在庫
厚生労働省の要請に基づく、平成22年 3月末日現在における在慮調査の結果では、県内 i,394の受
託医療機関の69.1%lヒ相当する964の医療機関で4,996回分の在庫ガ昴認された。
医療機関在庫は全国的に問題となって0ヽるが、国は、接種開始当初から在庫の返品は認めない旨を
表明していたが、医療関係者ゃ日本医師会等からの根強い奨ェや、在庫が生した経緯等を踏まえ、平
成22年 8月、メーカー等の負担で買い戻す方針を決定し、平成22年 9月 13日からュ7日にかけて49,
608回分が回収された。

-107-
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第 2部策6華 新型インフルエンザ(A/HlNl)フクチン

在庫問題には様々な要因が考えられるが、受託医療機関や県民から寄せられた苦情、意見等を集約

すると、

① 接稲対象者が複数の受話医療機関に予約したことや予約後の罹患に伴い、直前のキャンセルが
常想化していたこと、

② 受話医療機関が、殺到する予約に対応するため多めに発注したこと、
③ 接種力問半ばで患者数が急減し、需要そのものが減少したこと、
④ lomlバイアルが一定数含まれたため小日の需要に対応てきなかつたこと、
などが推測される。

更に、通常とは全く異なる流通スキ‐ムで実施されたことや、接種開始後に、接種回数が2度変更
されたことも影響しているものと考えられる。

-11-



京都府「平成 21年 (20091年)に発生 した新型インフルエンザ (A/HlNl)への京
都府の対応に係る検証報 :告書 (第 1次)」 (平成 22年 7月 )よ り抜粋

141ワクチンの供給と接種状況

国から府県へめワクチン供給量が限られていたため、接種開始直後は、接種医

療機関のワクチン醒布希望に応じきれず、やむなぐ定数配分に近い形で供給を開

始したが、12月 には配布希望どおりの供給が可能となり3月 末までに、延天約42

万1,000人に接種された。

1月 末に配布希望の医療機関からの申し込み制に変更するまで、国からのワク

チン配布の都度、接種医療機関へ希望調査を行い、希望に沿つたワクチン配布に

努めたが、流行の沈静イヒと相まって、3月 末の時点で接種医療機関に、成人換算
で約 4万人分の在庫が生じた。
1   
なお、府内卸売販売業者の流通在庫については、国の指示により2月 に10mL入

リフクチンを、 3月末には1記入り及び0.5mL入リワクチンについても、元卸業者
に返還された。

-36-
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【評価できる対策】  ・

0 ワクチン集団接種について、保健所が中心となって地区医師会 (小児科医師が担
当)、 市町村と調整し、17市町村て幼児・小学生等へ接種を行つた。
○ ワクチン接種開始前に、各2次医療圏域ごとにフクチン接種医療機関へ説明会を
実施 (平成21年11月 17日～11月 26日 まで8回)し、対応方法について周知した。
O ワクチン接種医療機関に対し、国の供給計画に併せて、その都度、配布希望の調
査を行い必要量をきめ細かに供給した。
○ 低所得者への接種費用の助成ルー75を統一しゝ 府内のどの接種医療機関でも、無
料で接種できる体制をfr‐た。

鵬謝い 問題点】

① フクチン供給量が少ない中、国は優先接種対象者め前倒しや接種回数の度重なる
変見を行つたため、医療機腱及び庁島から多くの批判を招いた

ァ② 新型インアルエンザフクチンの製造に伴い、季節性インフルエンザフクチンの不
足が生 した。  .
③ 新型インアルエンザフクチンと季節性インフルェンザフクチンの違いについての
広報が不十分で府民に理解されなからた。

④ 小児科などの一部医療機関に診療とフクチン接種が集中し、当該医療機関が疲弊
した。

⑤ 集団接種は効率的・効果的であるが、フクチィ接種が有料の任意接種であったこ
と等から学校現場での集団接種は現実的には困難であつた。

⑥ 患者発/LIの ピーク時にツクチン接種がスタートしたため、医療機関の負担が大
きかつた。(集団接種時期が遅れた。)

⑦ 国からのフクチン配付の都度、府は医療機関に注文量の調査を行ったが、供給ま
でに時間を要した上に効率的でなく、結果としてラクチジが余った。
この余剰フクチンを医療機関が負題するとなると、今後の医療機関のフクチン

接種への協力に影響が出る可能性がある。

③ 可能な限り接種スケジュールの前倒しを図つたが、スケジュール変更の間隔が短
く、各戸配布される市町村広報紙等へあタイムリーな掲載が困難であった。
③ 医療提供体制を確保するために、医療従事者が優先接種の対象とならたが、ウク

‐
84‐
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チンの割当数量が少なしヽ上に、接種対象の職種及び業務従事内容が明稚でなかった
ため、配分に書慮した。接種の対象者については、業務によるウイルス暴露のリス    ■
クを十分に考慮し決定する必要がある。

⑨ 一部の医療機関から、先ず第一に医療従事者向けのラクチンを優先すべきという
強い要望があったが、新型インフルエンザの毒性や予防等、感染時あ治療方法がわ
かつていた段階であり、医療の専門家として冷静な対応が必要であった。

i   【課 題】
① 迅速な接種方針の策定及び迅速なワクチン供給体制の確保
② 効率的な集団的接種の仕組づくり             ´

③ ワクチンの効率的な配布ルートの整備
④ 効果的な接種スケジュール等の周知徹底・

【靖 方鋤 ′

-85-

①迅速な接種方針の策定及び迅速なフクチン供給体制を確保する
。迅速に要種方針を策定するとともに、フタチンの開発、製造方法の研究促進
等を進め、十分なフクチン量を即時僕給できる体制確保を国へ要望する。
‐医療機関の余剰フクチンは、国の責任で引き取るよう国へ要望する。
②効率的な集帥 接種の仕組みづくりを進める
‐市町村とともに効率的な集団的接種の仕組みを検討する。
・教育委員会と連携し、学校での集由接種体tllを確保する。
③ワクチンの効率的な配布ルートを整備する
。接種医療機関へのワクチン配布ルートの事前調査など、効率的な配布方法を

検討する。

④効果的な接種スケジュール等の周知徹底を図る

・効果的な接種スケジュール等の周知について、市町村との連携を進める。
‐ワクチン供給を踏まえた早期の方針決定を国に要望する。

-14-



大阪府「新型インフルエンザ (A/Hl Nl pdm2009)対策の検証」(平成 22年 9月 )
より抜粋

(13)新型インフルエンザワクテン接種事業

①ワクチン接種の経過

新型インフルエンザワクチン接種事業については、緊急の対応が必要なため、予防
接種法によらず、国の予算事業として進められた。
パンデミックフクチンは、実際に新型インフルエンザが発生してから製造されるた
め、発生早期において必要な量を確保することができない。このため、国は今回のワ
クチン接種の目的を「死亡者や重症者をできる限り減らすこと。そのために必要な医
療を確保すること。」として医療従事者や重症化しやすいハィリスク者層など優先接種
対象者を決め、lk~次接種を進めることとした。
しかし、優先接種の第一順位である医療従事者の範囲が明確でなく、供給されるワ
クチン量も希望数の半分以下にとどまつていたため、医療従事者の希望に応えること
ができなかった。また、新型インフルエンザ患者の診療に重要な役割を果たす歯科医

-23
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師や薬局の薬剤師が優先接種の対象外とされたため、両職種を対象に加えるよう、国
に対して要望を行つた。

11月 14日 からは、妊婦や基礎
.

疾患患者などとともに、重症化事

例が報告されていた小児について
も府独自の判断として接種を開始
したが、フクチンの不足から予約
が取りにくいなどの状況が続いた。

その後も、フクチンの不足に加

ネ、接種回数の見直しや標準鴨
種スケジュールの変更が度々行わ

れたために混乱し、各都道府県や

医療機関はその対応に追われるこ

ととなった。

また、今回のフクチンは、製造の効率性が優先され、10mlバイアル (大人換算で約
18回接種分、小児換算では大人換算の約 2倍)が多く製造 供ヽ給されたため、開封後
の当日の使い切りや小児換算で約40人分に相当する量であるといった多くあ制約があ
る申で、受託医療機関においては、予約あ殺到とともに、この朦 勝ヽ手の悪い 10ml
バイアヽ の供給が混乱に拍車をかけた。しかしながら、この状況を少しでも克服し、
接種機会を確保するたゅ、地域の医師会や市町村において、集目的な接種に最り組ん
だ地域もあった。

今回の接種不キームでは、都道府県が需綱 肇を行うこととされた。府内には約 7
千の受話医療機関があり、希望数調査に基づき医薬品卸売販売業者を通じてワクチン
を配送したが、希望調査を集計し、配分、配撲するまで1か月あまりの期間を要した。
医療機関でも実際の需要量を予測することは難しく、その上、2回から1回への接種回
数の見直しや急速な感染者の拡大によるキャンセルの続出、接種希望者による重複予
約、フクチン接種への関心の急速な落ち込みにょって、医療機関では多くのワクチン
在庫を抱えることとなった。 .
府では、フクチンの希望調査を3回にわたって実施し、1月 12日 からはlomlバイ
アルについては随時受付を、2月 1日からは全バイアルを随時受付するなど、医療機関
の要請にでぎるだけ応えることができるよう努めたが、過剰在庫の解消には至らず、
このままでは医療機関に大きな負担が生じるため、3月 3日付けで、府医師会等ととも
に国に対して返品を認めるよう要望を行つた

府内のワクチン接種スケジュ…ル

-16-



佐賀県「平成 21年度新型インフルエンザ (A/H‖1)対策経過報告書 [医療体制]」
(平成 22年 5月)より抜粋

3 ワクチンの流通

国は、要綱に基づき国内の製造業者からワクチンの全量を一旦買い上げ、接種対象となる

医療従事者数の概数や接種対象者の人口分布を勘案し、各都道府県へのワクチン配分量を決

定、各都道府県の卸売販売業者への配分量を指示したうえで販売業者に売却している。

なお、平成 22年 1月からの出荷分 (第 9口出荷分)か ら厚生労働省は、都道府県から要
望量を調査し、その全量を配分している。

都道府県は、配分されたワクチンを受話医療機関における接種対象者への接種に必要なワ

クチン量を勘案して、各受話医療機関への配分量を決定、卸売業者に対して配送指示を行つ

ている。

本県においては、

・医療機関に供給されたヮクチンについては、卸売業者に返品ができないことから医療機関

での余剰在庫を防ぐため、当初がら厚生労働省(販売業者)の出荷時期に合わせ、原則、受託医

療機関に対して接種対象者毎に接種に必要なワクチンの量を郵送又はFA× により照会した
(平成 22年 2月 28日 までで計 12回調査)。
・その結果をもとに、当県に配分されたヮクチン量を勘案したうえで、各医療機関への配分

量及び配送卸売業者を決定、その結果を受話医療機関に通知及び県内卸売業者に納入指示を

行つた。

'円滑な流通を確保するため、平成 21年 10月 7日に県内卸売業者と流通スキーム等につい
て打ち合わせを行い、その後も接種対象者の拡大等に伴う配付計画につしヽて数回打ち合わせ

を行つたし

・平成 22年 2月 25日以降は、随時医療機関からワクチンの要望を受け付け、そのつど卸売
業者へ配送指示を行つている。

・卸売業者は当県からの指示を受けた後、原則 2日後には、受話医療機関にワクチンの配送
を完了している。

・平成 22年 3月 25日 以降は、医療機関は直接卸売業者に発注し、卸売業者はその都度県を
通 じて国 (販社)から供給を受け医療機関に配送するというスキームを運用している。
今回の新型インフルエンザワクチンは、バイアル製剤の lmL(2回分)と 10mL(18回分)
及び保存剤が添加されていない0 5mL(1回分)のシリンジ製剤が流通していたが、10mLの
バイアル製剤については販売業者から県への配拳が平成 21年 12月 28日 出荷分で終了した。
平成 22年 2月 中旬には、厚生労働者の指示により、医療機関で余剰在庫となっている 10mL
のパイアル製剤と lmLのパイアル製剤との交換が行われた(交換を希望する医療機関のみ)。
平成 22年 2月 に、厚生労働省から購入した卸売業者を介在させることを条件として受話
医療機関間においてワクチンを融通することを可能とする通知が発出された。この医療機関

間のワクチン融通に関し、県において「新型インフルェンザワクチン予防接種受話医療機関

間の融通計画書」を作成し、円滑な融通とその状況を把握した。

-24-
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Ⅱ ワクチン接種

8 ワクチン接種に関する問題点

ワクチン接種のスケジュールについては、優先接種対象者の順位や時期は、国が標

準的スケジュニルを示 したがき優先接種対象者 (特に医療従事者)の定義が不明瞭で
あった。また、接種回数の変更などによリスケジュールが頻繁に変更され、その変更
に関する国からの情報が遅く、さらに、マスコミ報道が県への通知より早かつたため、

報道後の県民や医療機関の問い合わせの対応に困難を極めた。

県は、国の標準的スケジュニルをもとに、具体的なスケジュールを作成、公表する
ことどなるが、標準的スケジュールの変更により、県のスケジュールの変更も余儀な

くされ、県民や市町、医療機関への周知に苦慮した。

医療従事者に対する接種開始が他県に若干遅れをとったことから、カテゴリーごと

の接種スケジュールについて、ヮクチンの卸売業者への入荷情報等によリー日でも早
い接種開始を設定したため、医療機関に対して十分な周知期間が得られなかった。

国の新型インフルエンザに関する情報や県の接種スケジュールに関する情報(変更
を含む)、 医療機関におけるワクチンの必要量について、受話医療機関に照会や情報
を提供する手段として、今回、郵送による通知のほか短期間で照会する必要がある案

件についてrよ FAXに よる通知・照会を行つた
この通知を 700超の受話医療機関に対 し短期間で対応しなければならなかったた
め、職員及び経費にかなりの負担が生 じた。

今後は、電子メール等による通知や佐賀県医師会や各市郡医師会の協力により、効

率的かつ迅速な情報提供や照会を図る必要がある。

県は、受話医療機関に対してヮクチンの必要量を照会した上で供給していた。医療

機関では、当初、基礎疾患等の対象者を多数計上 していたこと、接種希望者多数等を

考慮 してヮクチンを要求していたが、その後、すでにり患したことや弱毒性であった
ことにより、接種希望者が減少し、結果医療機関にワクチンの余剰在庫が生じた。

受託医療機関に供給 したワクチンについては、破損品等を除き、卸売業者への返品
を国は認めておらず、前述 した 10mLバィアル製剤と lmLバイアル製剤の交換や受話
医療機関間でのワクチンの融通等により対応するよう指示された。

医療機関からワクチン在庫量について報告を求めていたが、あわせて在庫ワクチン

の返品を求める声が多く、特にシリンジ製剤については有効期限 (平成 22年 4～ 5
月頃)が切迫 していたことから、早急な対応を図る必要があるとして、平成 22年 4
月 13日、九州 8県め関係部長連名により厚生労働省あて要望書を提出 した。

県内の医療機関におけるワタチン在庫量

平成 22年 1月 12日現在 平成 22年 2月 12日 現在 平成 22年 3月 31日現在 平成 22年 4月 30日現在

73,579E]`分 44,665回分 38,465回分 39,378回分

-30-
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熊本県「新型インフルエンザ (A/Hl Nl)対策に係る検証報告書」(平成 22年 9i
月)よ り抜粋

〔4 新型インフルエンザフクチン〕

(注)10mlバイアルは原則、厚労省から配分される1●1バイアルと10mlバイァルの割合に応じて医療
機関に配分したが、小児に接種する医療機関に対しては配分数量を少なくする方向で補正を行った。

-48 -
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ロカテゴリァ毎の推定接種率

基礎疾患を有する者

1歳～小学 3年生

J、学4年生～4、学 6年生

中学生及び高校生の年齢該当者

〔4 新型インフ,レエンザワクチン〕

(注 1) 基礎疾患を有する者の母数は推計値
(注 2)医 療従事者、基礎疾患を有する者以外の母数は、平成 21年 10月 1日時点にお
ける数

:(注 3) 1歳～小学 3年生、小学4年生～小学o年生、中学生及び高校生の年齢該当者に
1は、基礎疾患を有する者を含む

(注 4) 65歳 以上には、医療従事者及び基礎疾患を有する者を含む

(5)4ヽ要在庫への対応
前述のとお り、12月 中旬以降連続 して受託医療機関からのワクチン申込み数量が
国からの供給量を下回つたことから、卸売業者及び受託医療機関に不要在庫が見られ
るようになった。                    _         ・

そのため、受手医療機関に少しでも不要在庫蕉発生させないよう次の対策を講じた
が、平成 22年 4月 30日現在で受話医療機関は約 2万 6千回分の不要在庫を抱えて
いる状況にある。

【主な対策I         .
○不要在庫の返品は認められていないことの周知
ワクチン配分の度に、納入後のフクチン導品は認められていないことを医療機 = _
関に周知した。 ‐  1 、
010mlバ イアル製剤とlmlバイアル製剤の交換を実施
厚生労働省からの通知に基づきヽ 受話医療機関に存在してぃる10hlバィァ
ル製剤とlmlバィァル製剤と,の交換を実施した。
○受託医療機関への分割納入を実施
受託医療機関には、自からの供給スケジュ‐ルに合わせて概ね2週間に一度、
一括してフクチンを配分していたが、卸売業者と協議のうえ、1月 中旬黙降、受
託医療機関からの申講本数の範囲内で随時ワクチンを納入することとした。
○国への要望        .            ・

。九州保健医療担当部長連名で、受託医療機関が所有する不要在専ヮクチンを買
い上げるよう要望を行った (4月 13日 付け)。‐
タリ]fr電摯フ雪『猾

力
i夕訂雪雪貯が す,不要蕉庫ワ́ |

- 50 -

-20-



〔4 新型インフルエンザワクチン〕
アンケー ト結果を踏まえての課題と対応の方向性

(1)今回のワクチン接種事業については、
① ワタチンの生産体制あ問題からハ優先接種対象者を定めカテゴリー毎に接種時期
をずらして接種が行われた。しかし、市行9状況に対応できていない、ヵテゴリー
が多すぎるといった問題も指摘されてザヽる。
② 目が都道府県に配分し、医療機関からの申込みを踏まえ都道府県が医療機関に再
配分する流通方法に対しては、「配布の間隔が長すぎて必要な時に手に入らなかっ
■」などの意見があり、市場流通と比べて迅速性に欠き医療現場の二こズに十分に
応えることができなかったと考えられる。ワクチンが不足している状態では、偏在
を防ぐ観点から今回の流通方法は有効だつた一面ヽあつたと思われるが、ワクチン
不足の解消後は、市場流通に委ねることが適当であったと考えられる:
③ ワクチンの供給不足に起因する接種希学者の複数予約、罹患に伴う接種希望者の
減少等により、受託医療機関においてヮクチィの不要在庫が生じた (約 3告Jの医療
: 機関で50件以上の接種キャンセルがあったと回答している。)。
※既に、長妻厚生労働大臣がメーカーなどの負担でワクチンの返品を進める方針を明らかにし
ている。

④ ワクォン接種開始直後は、国からの供給量が極めて少ない数量であったことから、
受話医療機関に予約や問い合わせが殺到し、円滑な接種や診療の大きな妨げとなっ
た (約 8害1の医療機関が「大いに業務に影響があった」、「影響があった」と回答し
ている。)。          ‐

といつた課題が明らかになったが、これらは全て短期間に大量めワクチンを生産で
きる体制が整備されてぃながったことに起因するものである。
細胞培養法による生産期間の短縮化等を含め、,ワ クォン生産体制の拡充について、
マ|き続き国に要望していくことが必要と考えられる。

(2)集団的接種については、医刺 関の約 75%が必要と回答し、肯定的な意見が多い
丁方 市ヽ町村||おいてはワクチン権保あ問題等からやや消極的な意見が目立った。た
だ、ア部の市町村においては、集団的接種が実施されていることから、そのノウハウ
を集約し、今後のパンデミックワクチン接種に備える必要があると考えられる。
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